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序文 

原子力機関（NEA） 
事務局長 ウィリアム・D・マグウッド 4 世 

原子力安全について長年にわたり得た教訓のうち、最も対応し難く、
かつ語りにくいのは、原子力の安全が、技術のみならず人的・組織的
側面にも影響され得るという点でした。幸いなことに今日では、安全
文化、そして人的・組織的側面に対して多大な注意を払うことが大事

であることが、世界の原子力界に広く受け入れられるようになりました。実際、原
子力やその他のセクターで起こった様々な事故を受けて、人や所属する組織を考慮
に入れることが如何に重要であるかを思い知らされることになりました。 

原子力機関（NEA）は、長期間、この分野に関する大規模な作業と分析を行い、
安全文化は国の文化の影響下にある、という一つの重要な結論を得ました。言い換
えるならば、組織の文化的特性が現れることで、安全文化に重要な影響を及ぼすと
いうことです。 

このことを念頭に、NEA は、世界原子力発電事業者協会（WANO）と協力して、
安全文化に関する対話を促し、内省的な分析を行うための枠組みを作りました。国
特有の安全文化フォーラム（CSSCF）と称するこの取り組みは、これまでにスウェ
ーデン（2018 年）、フィンランド（2019 年）、カナダ（2022 年）で開催されてい
ます。 

CSSCF は、当該国の文化の実態を知ることから始まり、その文化の強みと課題、
そして規制機関や事業者の安全文化を育成するための手段について、大規模で緻密
な評価を行うものです。CSSCF 日本は、安全と日々の活動をより良くするための、
あるいは、原子力界として何時かは向き合わなければならない文化的な特徴・特質
を確認し理解する機会をもたらすことが目的です。 

CSSCF日本は、 NEAとWANOの取り組みに参加して下さった原子力規制委員
会（NRA）、電気事業連合会（FEPC）と原子力事業者のコミットメントによって
実現しました。本レポートに記載されたCSSCFの結果が、日本の原子力界が国民性
を探求し、安全文化と原子力安全を向上させる上で役立つものと期待します。 

NEA チームは、WANO 東京センターの同僚とともに、今回の CSSCF に関連し
て、開発、企画、調整に精力的に取組みました。すべての関係者は各人の貢献、そ
して高いレベルの原子力安全を確かなものとするための集団としての使命を誇りに
思うべきだと考えます。 
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世界原子力発電事業者協会（WANO) 
CEO 千種 直樹 

世界原子力発電事業者協会（WANO）は、大変光栄なことに、これま
で４回にわたり、国特有の安全文化フォーラム（CSSCF）に参加させ
て頂きました。 特に、2023 年には、私の母国日本で開催され、
CSSCFに出席できたことを嬉しく思っています。 

WANO は、「強固な安全文化こそが、原子力発電施設の安全かつ円滑な運転に
不可欠である」という考えを長きにわたり堅持してきました。我々は、すべての原
子力施設に安全文化の重要性を周知するため、WANO レポート「健全な原子力安全
文化の特性」を発行しました。そこでは、「我々全員が一丸となって、原子力施設
を、安全かつ信頼性高く運転するという任務を確実に達成しようとするのであれば、
原子力発電部門のリーダーと従業員の行動には、一連の基本原則が定着していなけ
ればならない」としています。 

WANO レポート「健全な原子力安全文化の特性」は、「世界規模で考える、
think globally」という理念のもと、同文書を世界のWANO会員に広く適用すること
を目的に、国際チームにより作成されました。しかしながら、我々は、特別な状況
下では、地域的な要因が如何に個人同士の相互作用に影響を及ぼすかということも
認識しています。したがって我々は、「地域的な観点で行動する,act locally」とい
うことも必要であることを認識しなければなりません。 

CSSCF は、この「地域的な観点で行動する,act locally」という機会をもたらす
ものです。CSSCF では、ロールプレイとディスカッションを通じて、参加者の皆様
には、地域性や国民性というものが、組織で原子力業務を遂行する人々に対してど
のような影響を及ぼすのかについて理解を深めていただけることができます。 

このたび、日本で開催されましたCSSCFでは、原子力規制委員会の代表の皆様
と日本の原子力発電事業者の職員の皆様に多数参加頂き、これら 2 つのグループ間
で透明性高く、かつ効果的な意見交換を行うことができました。今回のフォーラム
は、両者の理解と相乗関係を促進する上で建設的な一段階であり、日本の原子力発
電所の安全とパフォーマンスにとって大変有意義な機会となりました。 

今回日本で開催されたCSSCFでは、海外からも規制当局の方々や原子力専門家
にもご参加頂き、日本特有の文化的特性に関して議論頂き、国際的な観点を付与し
ていただきました。 

WANO は今後とも引き続き、原子力機関（NEA）と共に、国特有の安全文化フ
ォーラムを協催して参ることができれば幸いです。 
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電気事業連合会 
会長 林 欣吾 

福島第一原子力発電所事故以降の 13年は、日本の原子力業界にとって、
かつて経験したことのない大きな困難と変革を迎えた時期であった。
国民の心配と不安の大きさは、そのまま、原子力業界が失った信頼の
大きさであり、我々原子力事業者は、二度とこのような事故を起こし
てはならないという総意の下、原子力の信頼の回復と安全性の向上に

取り組んできた。 

CSSCF では、国の文化や伝統が安全文化に及ぼし得る影響を検討するという観
点から議論されたが、これは、我々がこれまでに進めてきた安全文化の取組みにと
って新しいアプローチであったとともに、非常に重要なインプットとなった。 

特に、権威勾配やコミュニケーションなど組織間で暗黙的に存在していた課題
に光が当てられたこと、また、事業者と規制が共通の課題に対して向き合って議論
することの必要性をお互いに認識できたことは、今回のフォーラムでの最大の成果
であった。 

今後は、報告書の内容をしっかり理解した上で、組織内、産業界内だけでなく、
規制を含めてこの議論を継続することが重要であり、その結果として、安全文化の
更なる醸成と、国民に対する原子力の信頼回復につながるものと考える。 

最後に、NEA と WANO が日本における CSSCF を計画し、開催してくださった
ことに感謝する。また、フォーラムの準備と運営に携わった多くの関係者の皆様の
ご尽力および参加された自治体、国、事業者の率直かつ献身的な議論に心より感謝
申し上げる。 

すべての原子力利用国が、このフォーラムを招致することを奨励する。 
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原子力規制委員会 
委員長 山中 伸介 

長年にわたり、安全文化、ヒューマンパフォーマンス、組織的実践、
コミュニケーションなどの人的側面は、原子力安全にとって、材料状
態や工学的側面と同様に重要であることが広く認識されてきました。

スウェーデン（2018 年）、フィンランド（2019 年）、カナダ
（2022 年）での国特有の安全文化フォーラム（CSSCF）に続き、2023 年 12 月 14
日から 15 日にかけて、東京で第 4 回 CSSCF が開催されました。事業者、規制当局、
地方自治体、各国のオブザーバーが集結し、各国の国民性が原子力安全にどのよう
な影響を及ぼすのか、事業者と規制当局が日常業務においてこれらの影響をどのよ
うに意識するのかについて話し合う初めての機会となりました。これはきわめて貴
重なフォーラムであり、安全文化そのものに関する理解を深めるまたとない機会が
もたらされました。 参加者は、日本の文化が原子力安全に及ぼす重要性について、
フォーラムを通じて個人的な洞察を加え、他の参加者とも経験を共有しました。こ
のようにフォーラムで得られた認識などの有益な情報を将来的に活用していくこと
が重要です。

経験を共有して、業界全体で議論を活発化し、日常業務を通じて日本の安全文
化を高める貴重な機会を同僚たちに提供していくのは、参加者の責務でもあります。 

最後に、フォーラムの準備・実施してくださった OECD/NEA と WANO 東京に
感謝の意を表したいと思います。 
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エグゼクティブサマリー 

背景 

原子力エネルギー利用の歴史を通して、原子力事業者と原子力安全規制当局に共通
する目標の一つは、絶対的優先事項として高いレベルで原子力安全を達成し、維持
するべく努めることである。数十年ほど前から、健全な安全文化は、どの組織の安
全実績にとっても不可欠なものと見なされている。原子力プログラムを推進する国
において安全を達成するための目標は似通っているが、運用上の実態は、各国の文
化的背景を含む様々な要因により異なる。そのような各国の国民性は、原子力組織
内の健全な安全文化に好影響を及ぼすこともあれば、課題をもたらしたりもする。
この理由から、原子力界では、個々の文化的背景にどのような影響力が存在するか
を見極め、それが原子力安全文化全体に如何なる影響を及ぼすかを検討することが
本質的に重要である。これらの影響をはっきりと理解すれば、「率直で透明性の高
いコミュニケーションを重視する」、「安全について明確な責任とアカウンタビリ
ティ(accountability)を負う」、「すべての意思決定において安全を優先事項とする」
など、安全文化の諸側面を強化することにつながる。 

国特有の安全文化フォーラム（CSSCF）は、開催国の主要な原子力関係機関・
組織に対し、各国の国民性を振り返り、演習を通じて、国民性が原子力安全文化全
体に及ぼす影響を評価する機会を提供するために、原子力機関（NEA）と世界原子
力発電事業者協会（WANO）が設定したプログラムである。 

2018 年の初開催以来、CSSCF は、各国の原子力界において、各々の組織に影
響を及ぼす特質や、原子力施設の安全な運転に関して意識の向上を図る上での貴重
な手段・手法を示してきた。このプロセスは、各国の背景を比較分析することを目
指すものではない。むしろ、その国の文化が原子力安全文化に及ぼす影響を振り返
って評価し、そうした背景を前提とした上で安全文化の持続可能な向上を図る方法
を適宜検討する機会を各国に提供するものである。この観点から、CSSCF は、各国
の原子力活動全体について、原子力セクターの文化的特性を分析し、その特性が原
子力組織内の前提認識、価値感、考え、行動にどのような影響を及ぼすかを特定す
る。また、これを達成するため、CSSCF は、データ収集・分析、シナリオの作成、
2 日間のフォーラム開催、詳細な分析、調査結果と原子力界全体で安全文化を持続
的に向上させるための当該国向けの提言を記載した最終報告書の作成など、一連の
プロセスから構成されている。  
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CSSCF 日本の終了をもって、今後の対応を決定するのは、各参加組織の責任と
なる。NEA は、個別のフォローアップ活動を具体的に提示するのではなく、むしろ
各組織がこの報告書を活用し、自省的な実行と訓練活動を通じて、主な文化的特性
と特質をさらに探求していくことを勧める。 

CSSCF 日本の開催 

CSSCF日本は、2022年後半にNEA、WANO、電気事業連合会（FEPC）並びに原子
力規制委員会（NRA）がプロジェクトの基本枠組みについて合意し、データ収集の
第一段階を計画することから開始された。従来のCSSCF活動と同様に、実質的な作
業は、データ収集から始まった。NEA は日本の原子力組織の多くの事業所や施設を
訪問し、データ収集チームは原子力事業者と NRA に対して、 91 回に及ぶフォーカ
スグループ及びインタビューを実施し、368 の参加者から見解と情報を収集した。
インタビュー対象組織には、全 11の原子力発電事業者、再処理事業者並びに原子力
規制当局が含まれる。インタビューの対象者は、CEO/CNO レベルから中間管理職、
運転員まで、多様なレベルと事業部門から選択された。 

これらすべての活動によって収集されたデータから、特定の国民性、テーマ、
日本の原子力事情を反映した安全文化に関連する概念などの概要が明らかになった。
この調査結果は、2023 年 12 月 14 日から 15 日にかけて開催された 2 日間のフォー
ラムにおける話し合いの基盤として使用されたシナリオの作成に役立った。フォー
ラムには、海外招待者や地方自治体の代表者を含め、データ収集に対応したシニア
からジュニアに至る国内原子力組織を代表する大規模かつ多様な代表者グループ
（100 人以上の参加者）が出席した。フォーラムでは、日本の国民性、テーマ、そ
れらが原子力安全文化に及ぼす影響について徹底的に探究することができた。 

結果の概要 

CSSCF はこれまで 3 回にわたり、スウェーデン
（2018 年）、フィンランド（2019 年）、カナダ
（2022 年）で成功裏に開催されており、この度の
CSSCF日本は、アジアでは初開催のフォーラムとな
る。本レポートでは、2023 年 12 月 14 日から 15 日
にかけて東京で開催された 2 日間のフォーラムの結
論を含め、プロセス全体の背景、方法、結果、観察
結果、振り返りをまとめている。 

CSSCF 日本（本報告書）では、日本の原子力セ
クターに顕著に見られる国民性のいくつかを概説し
ている。議論とその結果として実施された分析に基
づき、以下の11の特性が最も重要なものと判明した。 

本レポートは、インタビュ
ー、フォーカスグループ、
東京で開催された 2023年
CSSCF において示された日
本の原子力界の見解に基づ
き作成された。 
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• 「同調圧力」－多数派の意見に従うことを暗に求め、率直に発言することを
躊躇させる傾向がある。 

• 「まじめ」－目的と目標を達成するため、規則と期日を順守して、誠実かつ
勤勉に仕事に打ち込む。過剰に完璧さを追求したり、盲目的に規則を適用し
たりする行動につながることもある。 

• 「失敗への恐怖」－強い「同調圧力」と、失敗がほぼ許されないことによる
恐怖。このことが原因で、ほとんどの日本人が失敗や過ちを恐れ、リスクを
回避しがちな組織文化につながる。 

• 「保守的」－前例に従い、新しいやり方を試す前には、事前に成功を保証す
るよう求められる。完璧さを追求するあまりに要求水準が高くなり、リスク
を回避する傾向と相まって、先を見越した行動をとることが難しくなる。こ
れはおそらく、原子力セクターに特に当てはまる。 

• 「和」－軋轢を起こさず平和的に団結し、集団の慣例に従って行動して、
各々が個の利益・関心よりも円満な集団の持続を優先する。「和」を重んじ
ることは「本音」と「建前」を区別する日本社会においてとても大切なこと
になり得る。 

• 「率直に発言しない」－「同調圧力」と上述の「和」のこともあり、各々が
多数派に合わせて行動する傾向がある。その結果、率直に発言したり、他者
と異なる意見を述べることを躊躇するようになり得る。 

• 「集団主義」－社会的結束と国への忠誠心の元となる。集団のニーズが個人
のそれよりも重視される。 

• 「曖昧さ」－日本の組織の上司と部下は、意思決定や情報伝達に際して、自
分の考えを直接的に、明確な言語で表明することが少ないため、相手の考え
を想像して推測することが必要になることもある。 

• 「思いやり」－日本人は社会や仕事で他人に優しく敬意を示し、丁寧な対応
を心がける傾向がある。 

• 「年功序列」－年功序列型賃金体系が確立され、年齢を基準として、社内で
の勤続期間が長いほど、権限と給与が高くなり得る。 

• 「お上意識」－序列を強く重視し、権限を持った人物（特に政府関係者）を
尊重する傾向がある。 

上記の広範な国民性は、健全な安全文化に関連する個人および組織の多様な行
動に現れる。CSSCF 日本における議論の結果、安全文化に関する以下の次元が特定
された。 

• 安全に関するアカウンタビリティと責任 

• 安全に関して明確に規定された役割と責任 
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• 安全に関する継続的学習と改善 

• 意思決定において安全が重視されること 

• 安全を確保するための人的資源の配置、能力開発、教育訓練計画 

• 安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション 

本レポートで概説する見解によると、参加者も認識している日本の文化的特質
が、前提認識、価値観、組織構造、プロセスに影響を及ぼし、結果的に原子力安全
実績に影響し得ることを浮き彫りにした。CSSCF 日本と本レポートの目的は、日本
の原子力界に対し、個々の原子力関連組織と原子力セクター全体として安全文化を
引き続き強化するために取り得る手段を提示することにある。開催国は本レポート
を使用して、国民性を振り返り、組織行動に潜む「盲点」について考察し、更なる
対話、訓練、安全管理プロセスの改善を適宜進めて盲点に対処していくことができ
る。 

CSSCF 日本の調査結果から、日本の原子力界が安全性をきわめて重視し、福島
第一原子力発電所における事故(1F 事故)以降、安全文化の成熟度に関して堅実な進
展を遂げてきたことが明らかになった。収集されたデータにより、運転の安全性に
寄与し、揺るぎない原子力安全文化を醸成する日本の国民性が判明したと同時に、
他方、国内の安全文化を一層育成する余地もあることが明らかになった。 

調査結果（国民性を特定するインタビューとフォーカスグループの調査結果）
に関する議論と振り返り、そして 2 日間のフォーラムから、NEA チームは相当量の
データを収集し分析を行い、定性分析と主題分析が本レポートの中核をなしている
日本の原子力セクターがこのプロセスに幅広く関わっていることは、国を挙げて原
子力安全文化の改善に取り組んでいることを示唆している。 

フォーラム後に CSSCF日本の参加者から直接寄せられたフィードバックによる
と、部門間や組織間の対話や、事業者と規制当局との率直で建設的な話し合いを促
すにあたり、本取組みが良い影響をもたらしたことが明らかになった。フォーラム
の場では、規制当局職員と産業界代表者との間で意義のある意見交換がなされ、振
り返りの議論が促された。各々の原子力組織の中では、これらの議論を通じて新た
な展望が生まれ、国民性が原子力安全文化にどのような影響を及ぼすかについて、
対話を進めようという機運が高まった。 

本報告書の著者達は、日本の原子力界に対し、CSSCF 日本の調査結果を熟慮し、
自国の原子力安全文化をさらに拡充するために適用すべき最も効果的な方法を見極
めることを期待する。この観点から、本レポートでは、探索的質問を含む表を記載
して、対話を促し、改善につながり得る対応策を支援したいと考えている。 
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各国における安全文化 

国民性 

これまでに NEA が得た経験によると、開催国の原子力施設の運転に影響を与える主
要な文化的背景は、国民性と切り離せないことが確認されている（NEA, 2016b）。
有力な文献においても、この相互関係を追求しており、Guldenmund（2018: 21）
は「文化は、人々が共に生活し働くところに生まれる。共に生活し働くには、日々
の現実や仕事とその状況などについて、ある程度の共通理解が必要であり、このよ
うな共通理解をもたらすのは文化である。」としている。国民性の本質を定義する
ことは難しいが、国民性は主権国家の国民が共有する規範、行動、信条、習慣、価
値観を具現化し、ひいては人々に社会のことを理解した上で行動させるだけでなく、
他人の行動をも理解させることを通じて、個人の行動や社会的関係に影響を及ぼす
ものである（Hofstede, 2001; Guldenmund, 2018）。 

文化は意図せず、そう意識していなくても、ひとりでに生まれる。組織文化の
先駆的研究者である Edgar Scheinは、文化のつかみどころのなさを分かりやすくす
る文化モデルを提唱している（Schein, 1985）。組織文化の最も深いレベルは、言
外で暗黙かつ基本的な前提認識（堅い信条、価値観、規範など）から構成される。
このレベルは、直接目に見える形で現れることはないが、人々のやりとりを観察し、
特定の方法で物事を進める理由を尋ね、様々な状況でどう行動するのが適切だと思
うか問うてみると明らかにすることができる。この内面レベルは、もっと具体的な
2 つの層で覆われている。外側の層をなす「目に見える人工物（組織の構造や手順
など）」は、はっきりと見えるが、文化そのものというよりは、文化を体現化した
一形態ということができるかもしれない。人工物を取得することは最も簡単で、文
化の「顔」の役割を果たすこともある（Guldenmund, 2018）。第二層をなす「標榜
されている価値観」、すなわち公言されている共通原則、習慣的行為、行動基準や
目標で、これらも具体性はあるが、こちらも基本的な前提認識とは必ずしもイコー
ルではない。 

Geert Hofstede による影響力のある研究では、多国籍コンピュータ企業である
IBM で 1967 年から 1973 年にかけて 50 カ国で収集した社員の価値観スコアを含む
大規模データベースを分析し、国民性が職場における価値観に及ぼす影響を調査し
た（Hofstede 2001）。Hofstede の研究から、「権力格差」、「不確実性の回避」、
「集団主義／個人主義」、「女性性／男性性」、「短期志向／長期志向」という 5
つの次元（ものさし）に則り、国ごとに大きな違いがあることが分かった。例えば、
「権力格差」指標については、権力格差の大きな国では上司に反対することが難し
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いことになる。この状況では、問いかける姿勢を取り入れることができず、そうす
ると効果的なチームワークが妨げられるとしても、一貫して集団圧力に屈すること
につながる。後に他の研究者は、このリストに「抑制的／充足的」を追加した。あ
る研究では、これら各種の次元により、リスク行動と安全な実践のレベルにばらつ
きが生じるかどうか判定しようと試みたところ、経営陣の安全への明確なコミット
メントやと安全対策の有効性など、他の要因の方が影響が大きいことが明らかにな
った（Mearns & Yule 2009）。 

図 1：Scheinの提唱する組織文化の「玉ねぎ」モデル 
（Schein, 1985を元に作成） 

 

文化は、組織の構造や手順、日常的な業務執行に影響を及ぼすだけでなく、そ
れらの影響も受ける。実際に組織文化は、組織が目的とする成果を達成するために
導入した構造に左右される。こうした構造はトップリーダーの優先事項を反映し、
その優先事項も規制による圧力や世論など組織外の要因に左右される場合がある
（Hopkins, 2016）。安全が組織の主要目的または任務に不可欠である場合、その結
果としての文化は「安全文化」と呼ばれる（Guldenmund, 2018）。 

東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調報告書）では、国民性
が組織文化と安全文化にどのような影響を及ぼすかというテーマが特に注目されて
いる（The National Diet of Japan (2012)）。このような国民性と安全文化の考え方
については、NEA 主催の関連するフォーラムで活発に議論された。議論は 1F 事故
後の考察に基づき展開されたが、高度な原子力安全を達成するにおいて、如何なる
文化も他者より優れている訳ではなく等しく重要であるとすぐに認識された。実際
のところ、様々な特性や属性が安全実績を向上させたり、低下させたりする。 

標榜された
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原子力安全文化 

安全文化は、高度に技術的で規制対象となっている業界における「人間の機能性」
を改善するといった、原子力安全の中で最も難易度の高いトピックの一つであると
言える。とはいえ、今日、原子力施設は、人、組織、技術の影響を受けるシステム
であるとの見解が確立されている。人的要素、原子力事業の技術的側面、そして所
属する組織の関係は、安全を向上させる取り組みの鍵として認識されている（NEA, 
2022）。また今日では、文化的背景は人的・組織的要因に影響を及ぼすため、原子
力事業に寄与する人的・組織的要因に影響を及ぼしうる文化的特質に焦点を当てる
ことが肝要であると広く認識されている。 

安全文化の考え方は、多くの著書（Cox & Flin, 1998など）に記載されていると
おり、チェルノブイリ以降、1980 年代後半に出版された。それ以降、安全文化は社
会的構造として使用され、職業災害とプロセス関連の事故の根本原因として、また
継続的な注目、評価、育成を要する概念として重要視されてきた（Cooper, 2018）。
そうして、この概念は数多くの研究の対象となり、安全文化の新たな定義、評価方
法、安全文化を育成または維持する手段が編み出されると共に、概念が曖昧である
点と、管理層の行動と文化とのつながりを過度に単純化する捉え方を巡って、たび
たび批判の対象ともなった（Marsden, 2020）。結局のところ、安全文化は強要さ
れるものではなく、言葉や行動を通じて日々、醸成、育成され、その真価を問われ
るものである。 

学術界を含む多くの組織が、過去三十数年にわたって安全性を高いレベルで維
持し、安全文化を継続的に向上させるべく、様々な組織を支援する取り組みとして、
原子力施設の安全な運営に必要な各種の行動、姿勢、原則を記述した規範的枠組み
を策定してきた（IAEA, 2006; WANO, 2013; INPO, 2012）。世界原子力発電事業者
協会（WANO）は、各々に対応する特性と行動の事例と共に、10 の「健全な原子力
安全文化の特性」を明らかにした。国際原子力機関（IAEA）は、同様の基準を 5 の
特性と 37 の基本属性の枠組みに分類した。また、米国原子力発電運転協会（INPO）
は2012年、業界における率直な議論と安全文化の拡充を目指す枠組みを定める「健
全な原子力安全文化の特性」を発表した。各国は、これらの国際的な規範的枠組み
を活用して、健全かつ効果的な安全文化の基盤を築くことができる。 

1F 事故までは、安全文化の焦点は、ほぼ全て原子力事業者に当てられていた。
日本での事故調査により、健全な安全文化は原子力安全規制当局においても重要で
あることが明らかにした。この知見から、規制当局が原子力界の安全文化に果たす
役割を深く理解する必要があることが分かり、この役割には、規制当局と事業者と
の相互関係に加え、実効的な規制当局における安全文化も含まれることが確認され
た。規制当局が安全文化に果たす役割への関心が高まっていることに呼応して、
NEAは、以下の規制ガイダンス文書によって複数のレポートを作成し発行した。 

• Mutual impact of nuclear regulatory bodies and license holders from a 
safety culture perspective（安全文化の観点から見た原子力規制当局と事業
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者の相互影響）（NEA, 2024）：規制当局と事業者の相互影響について考察
し、各々が相手の安全文化にどのような影響を及ぼすかを探る。 

• Characteristics of an Effective Nuclear Regulator（実効的な原子力規制当局
の特徴）（NEA, 2014）：実効的な原子力安全規制当局にとって重要な役割
と責任、原則、属性の特徴（成熟した規制当局だけでなく、原子力分野の新
興国の規制当局にも適用される）を説明する。 

• Safety Culture of an Effective Nuclear Regulatory Body（実効的な原子力規
制当局の安全文化）（NEA, 2016b）：実効的な原子力規制当局の安全文化
を支える 5つの原則と、それらの原則に関連する特性を概説する。このレポ
ートでは、国民性（各国の文化的特性）が重要であることと、国民性がどの
ように組織の安全文化を構築して支え、安全文化に影響を及ぼすかに焦点を
与えている。 

• Methods for Assessing and Strengthening the Safety Culture of the 
Regulatory Body（規制当局の安全文化を評価し育成する方法）（NEA, 
2021）：規制当局が自らの安全文化を評価し、安全文化の能力と意識を醸
成するために用い得る方法と手段について、概要と実用的な情報を提供する。 

NEA の調査では特に、効果的な安全文化の基盤について考察する際、国民性の
重要性が強調されている。NEA レポート「The Safety Culture of an Effective 
Nuclear Regulatory Body（実効的な原子力規制当局の安全文化）」（2016）で強調
されているとおり、独自の国民性は、安全文化を育成して向上させるべき強みとし
て役立つものであり、安全文化の障壁と見なすべきではない。NEA と WANO は、
このような考え方をもって、世界各国で導入されることを目指して、2017 年に
CSSCF のプロセスを策定した。NEA と WANO は、安全文化に関連して、デリケー
トで重要な国民性の問題に対処する必要性について合意を見た。CSSCF の手法は、
各々の組織が、国民性について振り返って、安全文化を向上させるにはどうすれば
良いかを明らかにすることを支援することを目的として策定された。NEA の放射線
防護・原子力安全人的側面課（RP-HANS）がこの取り組みを先導してきた。 

日本の原子力分野における安全文化の方針 

原子力規制委員会（NRA）は、すべてのNRA職員が組織のあらゆる階層で遵守しな
ければならない 5つの原則を中核的価値として設定した（NRA, 2013）。 

• 独立した意思決定 

• 実効ある行動 

• 透明で開かれた組織 

• 向上心と責任感 

• 緊急時即応 
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日本の原子力界で健全な安全文化を構築し、醸成することは、2015 年に発行さ
れた「原子力安全文化に関する宣言」に記載されているとおり、最優先事項の一つ
である（NRA, 2015）。宣言には、1F 事故から得られた安全文化の教訓が反映され、
以下の 8つの特性が含まれている。 

• 安全の最優先 

• リスクの程度を考慮した意思決定 

• 安全文化の浸透と維持向上 

• 高度な専門性の保持と組織的な学習 

• コミュニケーションの充実 

• 常に問いかける姿勢 

• 厳格かつ慎重な判断と迅速な行動 

• 核セキュリティとの調和 

「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する
規則及び同規則の解釈」は「品質管理基準規則」と称され、IAEA 安全要件 GSR 
Part 2「Leadership and Management for Safety（安全のためのリーダーシップと
マネジメント）」（IAEA, 2016a）の要件を組み込んで、事業者に健全な安全文化を
醸成するよう求めている。NRA検査官は、2つのNRAガイド（「基本検査運用ガイ
ド 品質マネジメントシステムの運用」と「健全な安全文化の育成と維持に係るガイ
ド」）を使用して、事業者の安全文化を評価する。最新のガイドでは、安全文化の
総合評価を実施する際に参照する 4 つの大分類、10 の特性（安全に関する責任、常
に問いかける姿勢、コミュニケーション、リーダーシップ、意思決定、尊重しあう
職場環境、継続的学習、問題の把握と解決、作業プロセス、問題提起できる環境）、
43の安全文化属性について説明している（NRA, 2019a）。例えば、右特性の一つで
ある「安全に関する責任」に関連する属性は「業務の理解と遵守」、「当事者意
識」、「協働」である。 

CSSCF 日本に参加したすべての事業者は、安全文化を支える方針の大幅な強化
に取り組んできた。その方針には、NRA と協調して上述の規制文書に策定された要
素と、WANOの「Traits of a Healthy Nuclear Safety Culture（健全な原子力安全文
化の特性）」（WANO, 2013）に記載された 10 の特性が含まれる。また、インタビ
ュー対象者によると、ここ数年間、事業者の CEO/CNO は、安全に関するメッセー
ジを発信して、安全文化、特に以下の二つの事項の重要性を強調している。 

• 非難の文化を明確に解消する：過去には、失敗に関して個人が特定され非難
される事例もあったが、現在では個人を責めることがない。これは、「原因
分析に係るガイド」に記載された「公正な」文化に関する NRA の要件に合
致する（NRA, 2019b）。 
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• 落ち込んだ人に心のケアを提供する：日本人は過ちを犯すと、自責の念に駆
られ、精神的なストレスを感じる。一部の事業所においては、組織から個人
に心のケアが提供されているようである。 

これら 2 つの目標は、率直に意見を言い、問題や懸念事項を提起して、組織に
効果的かつ継続的な改善を促していくにあたり、日本人の従業員をサポートするこ
とを意図したものである。 

日本の安全文化に対する CSSCF の枠組み 

CSSCF に使用される枠組みは、上述の枠組みに加え、チェルノブイリ事故以降、原
子力界が健全な安全文化の構成要素について深めてきた理解に基づいている。これ
らの枠組みは「安全文化」または「安全のための文化」の考え方を明瞭にしようと
試みつつ、以下を目指す。 

• 最近までは、従業員、特に「ヒューマンエラー」の側面に第一に重点が置か
れていたが、リスク管理手法が組織のあらゆる階層に組み込まれていること
を確認する。 

• これまで主流であった、技術と手順にかかわる次元の重視に加え、組織の非
公式な次元（価値観、習慣、職業上の基準、現地の背景など）を重要視する。 

組織が、あらゆる意思決定、部署、職の全ての階層において、どのくらい安全
を重視しているかが安全文化には反映される。安全文化には、従業員と安全の関係
にプラスまたはマイナスの影響を及ぼす組織の特性（手順の明確さ、管理層との対
話、共有された警戒心、協力業者との関係、警報の報告と処理、報奨/処罰の方針な
ど）を理解することも含まれる。CSSCF 日本では、以下の安全文化の諸次元につい
て特に議論した。 

• 安全に関するアカウンタビリティと責任：健全な安全文化を備える組織では、
全員が、その業務に関連した安全上のリスクと要求事項が十分に通知された
上で、各人が安全に対してアカウンタビリティを果たし、規則と手順を遵守
する。また、安全に関する方針、手順、行動を観察して疑問視することによ
り、問いかける姿勢を示す。 

• 安全に関して明確に規定された役割と責任：健全な安全文化が根付いていれ
ば、組織内のすべての階層と役職において役割と責任が明確に規定され、割
り振られている。この重要な安全文化の次元は、安全に関する全員の意思決
定権が明確になっていることも意味する。 

• 安全に関する継続的学習と改善：組織の内外で得られた教訓は、継続的改善
の基礎として活用される。従業員は、問題を報告することを奨励、評価され、
報復を恐れることもなく、懸念を伝えれば聞いてもらえることを実感できる。
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また、組織的沈黙 1は安全を妨げる最も重大な要因の一つであるため、そう
ならないよう通常運転中に現場から情報が提供され、戦略的意思決定に取り
入れられる。 

• 意思決定において安全が重視されること：安全文化が根付いていれば、組織
の意思決定プロセスにおいて安全が重要視されるはずであり、現場従業員を
含むすべての従業員は、リスク評価プロセスと意思決定プロセスに関与する。 

• 安全を確保するための人的資源の配置、能力開発、教育訓練計画：安全が明
確に認識された価値となっていることを実証する一つの方法として、安全を
確保するために必要に応じて人員を配置し、個人の能力を体系的に開発し、
多様な訓練方法を用いて人員の専門的、技術的能力を維持して向上させてい
ることが挙げられる。 

• 安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション：安全に関するコミュ
ニケーションが正式な経路で率直で透明性の高い方法で実践され、個人間の
やりとりも相手に対して敬意をもって交わされている。 

 

 
1.「組織的沈黙とは、安全に関する情報などの重要な情報が現場にはあるが、現場外には伝えられ

ず、戦略的意思決定に取り入れられない状態を指す」（Daniellou, 2017）。 
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日本の文化の背景 

国内の社会的背景と原子力開発の歴史は、原子力事業に深く影響を及ぼしている。
本セクションでは、日本の地理に関するいくつかの事実を提示した後、日本とその
原子力セクターの社会的、歴史的背景の概要を示す。 

日本の地理 

日本は、2022 年現在、総面積 377,970 km²、総人口 1 億 2,530 万人を誇る緑豊かな
山の多い島国である（SBJ, 2023）。国土の約 80%が森林に覆われ、開発されている
土地はわずか 5.2%のみである。そのため、東京などの都市は人口密度が高く、1 平
方キロあたり 6,410人となっている（SBJ, 2023）。日本は 4つの本島（北海道、本
州、四国、九州）と、南北 3,000 km にかけて散在する大小様々な 14,000 以上の小
島からなり（SBJ, 2023; MLIT, 2023）、気候条件は北の亜寒帯気候から南の亜熱帯
気候まで多種多様である。 

日本の歴史および社会背景 

ユーラシア大陸の東にあり、大陸と太平洋の境目に位置する日本は、300 年間近く
にわたり鎖国政策を敷き、外国との接触を厳しく制限して、長きにわたって伝統と
独自の文化を育んできた。そのため、今日に至っても、日本人は人種と言語に関し
てほぼ均質性を維持している。1868年以降 1 世紀以上かけて、日本は鎖国状態から
広範囲な近代化と西洋化へと移行していった。行政、教育、輸送、産業、インフラ、
商取引を含むほぼすべてがこの展開を経て変化し、日本は強力な産業と技術を備え
る近代的大国に生まれ変わった。 

その後、第二次世界大戦の終結において、無条件降伏を受け入れたが、これが
日本の歴史の転換点となった。新憲法では、戦争の放棄、国家主権、そして基本的
人権の尊重といった、民主化に向けた政策が、戦後の日本経済を世界水準へと押し
上げ、新たな技術、効率的な投資、そして若手労働者の増加により、数十年にわた
り高度経済成長を成し遂げることとなった。実際にキッシンジャーが言うとおり、
日本は「たぐいまれなる国の文化を基盤とする不屈の国民精神で、回復力を維持し
た」（Kissinger, 2015:189）。この回復力を発揮して、2011 年 3 月 11 日の東日本
大震災、津波、1F 事故を乗り切っている。日本は現在、米国、中国、ドイツに次ぐ
第四位の国内総生産（GDP）を誇る（World Bank, 2023a）。日本経済は世界有数の
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規模であり、日本は経済協力開発機構（OECD）と、世界を牽引する経済国が集う
先進国首脳会議（G7）の加盟国となっている。 

日本の政治は中央政府と、都道府県と市町村から構成される地方自治体によっ
て統治されている。都道府県と市町村はいずれも、協力して各地域を統治する平等
な地位を持った地方公共団体である。日本は 47 都道府県、1,718 の市町村から構成
され、その内訳は 792 の市、743 の町、183 の村となっている（TMG, 2023; MIC, 
2023）。自治体は、地元住民と強い直接的なつながりを持つ地方公共団体である。 

日本の平均寿命は OECD 加盟国の中で最も高く、2022 年で 84.5 歳（女性 87.6
歳、男性 81.5歳）である（OECD, 2023a）。この平均寿命により、日本は女性が世
界第一位、男性が世界第二位となっている（OECD, 2023a）。一方で出生率はここ
数十年大きく低下している。2022 年の 1.22 という出生率は過去最低であり、2022
年現在、0～14 歳の人口は全体の 12%に過ぎず、29%近くが 65 歳以上である
（OECD, 2023b; OECD, 2023c）。 

日本社会の際だった特徴として、高水準の教育と研究開発の支援が挙げられる。
日本は、失業者、若者、病人、高齢者など、個別のニーズを抱える集団や個人を対
象に、様々な商品とサービスを通じて国民の社会福祉に投資している。日本の社会
保障給付費は多額に上り、2020年度には GDPの 25.46%に相当する 136兆 3,600億
円を社会保障に充てている（国立社会保障・人口問題研究所, 2022）。また、日本
の 1人あたり教育費は 2005年の 14,700米ドルから 2020年の 19,700米ドルへと増
加しており（OECD, 2023d）、就学人口は 2005 年の 21,234,000 人から 2020 年の
18,269,000人へと減少している（UNICEF, 2023）。また、政府と企業の投資の大部
分は、研究開発に向けられている。日本は依然として世界最大級のダイナミックな
イノベーション拠点であり、2020 年には GDP の 3.27%を研究開発に投じている
（World Bank, 2023 b）。 

日本では教育が重んじられ、世界の教育ランキングで一貫して高い順位を維持
している。OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）の定期試験プログラムによると、
日本の生徒は数学的リテラシーと科学的リテラシーに秀でている（OECD, 2023e）。
日本のもう一つの特徴に安全があり、東京は、The Economist の安全都市指数で 5
番目に安全な都市にランクインしており、世界有数の犯罪率の低さを誇る。例えば、
2021 年の 10 万人あたり殺人率は 0.23%であり、世界で 4 番目に低い（UNODC, 
2023）。 

ジェンダーバランスに関して、日本は政治・経済活動における女性の比率を改
善できておらず、世界経済フォーラムが発表する男女平等の世界ランキングで過去
最低の 125位と振るわなかった（World Economic Forum, 2023）。これは 146カ国
中で前年から 9 位の低下となる。衆議院の女性議員と内閣の女性大臣の比率が低く、
日本は政治分野での女性比率において世界 138 位となっている。実際、女性の政治
参画率は全人口の 9.9%である一方、OECD 加盟国の平均は 33.8%である。日本の女
性の政治参画率は OECD加盟国中、最も低い（OECD, 2023f）。 
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総合的な幸福度は、人生における主観的な満足度、肯定的な経験と感情が得ら
れた回数、否定的な経験を考慮して判定される。Gallup 社による世界幸福度報告に
よると、日本の順位は 137カ国中 47位となっている（Helliwell et al., 2023）。 

日本の原子力セクターの歴史 

原子力は、過去 70年にわたり、日本の政治、社会、文化において重要な位置を占め
てきた（Nelson, 2011）。日本は一次エネルギーの 90%以上を外国から輸入し、そ
の結果、経済の健全性を維持するために発電が重要視されるようになった（FEPC, 
2024）。日本は、1973年以降、原子力を十分な電力を確保するための唯一の実行可
能な長期的な選択肢と捉えてきた。原子力利用については 2011 年の 1F 事故を受け
て再検討されるに至り、依然としてデリケートな問題で、国民は曖昧な感情と懸念
を持ちながらも、その有用性は認められている。 

日本の原子力の歴史は 1950年代に遡り、一部では「核アレルギー」が囁かれて
いた（Nelson, 2011; Aldrich, 2012）。事実として日本は、核兵器を領土内で使われ
た唯一の国である。1945年 8月 6日に一発目のウラン型原爆が広島に投下され、同
年 8 月 9 日に二発目となるプルトニウム型原爆が長崎に投下された。死者数（1945
年末までに広島で推定 140,000人、長崎で 74,000人）に加え、全国各地で広島と長
崎の生存者が差別を受け、苦しみに苛まれるようになった（厚生労働省, 2024）。
さらに、1946 年から 1958 年にかけて米国がマーシャル諸島で行った水素爆弾実験
により、島民だけでなく、近隣諸国・地域にも広範囲に被害が生じた。日本では、
第五福竜丸の乗組員が「死の灰」を浴び、放射能に汚染されたマグロが市場に流通
した。日本中がパニックに陥ったことで、広島と長崎の被爆者たちが自身の原爆体
験を語る機会がようやく到来し、1950 年代から 60 年代にかけて、原爆と水爆に反
対する全国的、世界的なキャンペーンが開始され、国内で 3,200 万人の署名が集ま
った（Aldrich, 2012）。第五福竜丸の事故に対する怒りと恐怖を沈静化させるため、 
米国は、協定を交わすことを申し出、これを日本の政治家が受け入れ、日本との間
で原子力技術と放射性同位体を共有することになった。 

1953 年の国連総会でのドワイト・アイゼンハワー大統領による有名な「平和の
ための原子力」演説以降、日本での原子力研究が本格的に始まった。1955 年、最初
の原子力基本法が施行され、原子力委員会が設立された（Yamashita, 2015）。さら
に、日本原子力研究所（JAERI）と原子燃料公社が1956年に設立された（2005年、
両組織は JAEA に統合された）。JAEA とその前身組織は、原子力基本法の第三章
「原子力の開発機関」に指定され、この分野での研究開発を実施した。現在の日本
原子力発電株式会社（JAPC）は、原子力発電に特化した民間企業として新設された。
日本国内で発電する初の原子炉は試作の沸騰水型炉であり、日本原子力研究所の動
力試験炉（JPDR）は 1963 年から 1976 年まで運転された。英国設計の原子炉を備
える初の商用原子力発電所としての東海原子力発電所は、1966 年に建設され発電を
開始し、1998年に廃炉となった。 
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東海原子力発電所の稼働開始をもって、原子力技術の日本への移転が始まり、
現在も主流となっているGeneral Electric社とWestinghouse社の設計による沸騰水
型炉（BWR）と加圧水型炉（PWR）を含め、国内の発電所が開発されるようになっ
た。1970 年末までに、日本の原子力業界は、国内での原子力発電能力を概ね確立し
た。1973 年と 1978 年には、オイルショックによる混乱を受けて、「エネルギーの
安定供給」が重要な問題として認識されるに至った。国内のエネルギー政策が見直
され、多様化と大規模な原子力建設計画が進められた。日本の指導者たちは、日本
が戦後の二桁成長のために十分な電力を確保するには、原子力を唯一の実行可能な
長期的な選択肢と捉えていた。2010 年には、日本国内で 54 基の運転中の原子炉が
国内電力の約 3分の 1に相当する 280 TWhの電力を供給し（OECD NEA, 2011）、
その後の十年間にこの比率を 40%にまで高めることが計画されていた。 

日本は、輸入ウランから最大限の便益を引き出すために閉じた燃料サイクルを
選択し、長年にわたってその確立に向けて努力してきた。六ヶ所再処理工場は、日
本初の商用再処理工場であり、近い将来に使用済燃料から MOX 燃料を生産するこ
とを目標として、日本原燃株式会社（JNFL）によって建設中である。 

2011 年 3 月、東日本大震災によって津波が発生し東北地方を襲い、これが 1F
事故の引き金となった。これを受けて、それまでの 42年間で初めて、日本国内のす
べての原子力発電所が停止された。原子力なしで電力需要を満たすため、日本政府
は、火力発電と液化天然ガス（LNG）の輸入を増やして、火力発電への依存に移行
していった（JAEC, 2022）。 

日本の原子力セクターにおける最近の動向 

2011 年の破壊的な災害以降、日本政府は、原子力規制体系と統治を再編した
（Andrews-Speed, 2020）。その狙いは、1F 事故から得られた教訓と、2011 年ま
での規則と統治の欠陥を振り返り、日本の原子力規制当局への国内外の信頼を取り
戻し、国民の安全を最優先に据えて原子力安全マネジメントと安全文化を再構築す
ることにある。過去において、原子力安全・保安院（NISA）は、経済産業省
（METI）資源エネルギー庁（ANRE）の下に設置されたが、この ANRE は原子力の
推進と規制を管轄していた。「推進」と「安全規制」の両方を同じ機関で管轄する
ことに伴う問題を解決するため、2012年 9月にこれら 2つの権限が構造的に分離さ
れた。METI は、様々な地域開発措置を推進して原子力の利用を後押しする業務を
含め、国内のエネルギー政策を管轄する一方で、原子力規制委員会（NRA）は、
METI から独立した機関として設立された。これにより、他の政府機関より高い独
立性が NRA に認められた。NRA は、独立して専門知識に基づき、原子力安全規制
に関連する責務を果たすことを目指す。そして、文部科学省（MEXT）は、原子力
研究開発を管轄している。 

日本の原子力は、中央政府レベルに加え、地方レベルでも都道府県や市町村に
よっても管理される。都道府県は、政府、関係の市町村、警察、消防と協力して、
緊急時対応や防災訓練などの防災対策に携わる。都道府県は、原子力事業者と締結
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した協定に従い、原子力発電所の運転状況や環境中の放射能レベルの監視にも従事
し、定期点検と運転状況についてパブリックに情報を提供する（JAEC, 2022）。地
方自治体には、1F 事故を受けて停止中の原子力発電所の再稼働の決定に対する影響
力を有している。 

1F事故以降、まずは 2基の加圧水型原子炉が 2015年 8月と 10月に再稼働し、
続いて 9 基の加圧水型原子炉が再稼働したが、沸騰水型原子炉はまだ再稼働してい
ない。福島第一原子力発電所の全 6基を含む 24基の原子炉が廃止措置中であり、12
基が再稼働済み、5 基が承認され再稼働待ちとなっており、10 基が審査中である
（その一部は現在も建設中）。1F 事故以降に講じられた措置のうち、シビアアクシ
デント対策が強化され、法律による規制対象となっている。安全の向上を目指して、
原子力発電のための様々なシステムについても見直しが行われている。停止中の発
電所については、新規制基準に基づき審査することが決定された。 

2023 年に、1F 事故によって発生した汚染水を多核種除去設備（ALPS）によっ
て処理した ALPS 処理水の海洋放出を開始した。事故で発生した汚染水と、事故以
降に汚染区域を経由した地下水の回収に伴う汚染水は、しかるべく処理して放射性
物質の濃度を大幅に低減し、所内の約千本のタンクに貯蔵されていた（TEPCO, 
2024）。政府は、東京電力福島第一原子力発電所に蓄積された処理水の処理に関す
る最適な政策として、十分な処理・希釈を行ってから、海洋に放出することを決定
した。この放出にかかわる手法と作業は、関連する国際安全基準に準拠しており、
人と環境にごくわずかな放射線影響しか及ぼさないと IAEA に判断された（IAEA, 
2023）。初めての放出は 2023 年８月から 9 月にかけて無事に実施され、その後も
数十年かけて処理水の放出が続けられる。 

日本の放射性廃棄物は、放射能レベルに応じて、高レベル放射性廃棄物（HLW）
と低レベル放射性廃棄物（LLW）の 2 つの主要カテゴリーに分類される。原子炉か
らの LLW の処分は、青森県六ヶ所村にある日本原燃株式会社（JNFL）の低レベル
放射性廃棄物埋設センターにて、1992 年以降実施されている。特定放射性廃棄物の
最終処分に関する法律は、ガラス固化 HLW の処分に関する全体的な枠組みを規定
している。同法に従い、原子力発電環境整備機構（NUMO）は、HLW処分施設の立
地候補地点選定と特性確認を計画、実施している。日本国内で原子力発電が開始さ
れてから 60年ほど経つが、放射性廃棄物の最終処分に関する長期的な解決策はいま
だに確立されておらず、このことが日本の原子力政策にとって最大の課題であるこ
とが指摘されている（NHK, 2023）。現在、３つの自治体において処分地選定の初
期段階である文献調査が実施中である（NUMOホームページ）。 

2022年 12月に GX（グリーン・トランスフォーメーション）実現に向けた基本
方針が内閣に承認され、日本政府は、原子力発電所の新増設を「想定しない」とし
た2011年以降の方針を転換し、原子力を「持続可能な未来に向けて活用する」こと
を明確に示した。この決定は、日本のエネルギー政策と原子力セクターの未来にと
って重大な転換点となった（METI, 2023; Nihon Keizai Shimbun, 2022）。 
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国特有の安全文化フォーラムの手法 

国特有の安全文化フォーラムの実施 

国特有の安全文化フォーラム（CSSCF）は、国民性と安全文化のテーマに対処する
ための構築された枠組みであり、国特有のニーズと状況に対応できるよう設計され
ている。その設計により、フォーラムは、日本の国民性の如何なる点が安全文化に
影響を及ぼし得るかについて事業者と規制当局間の対話を促進し、両者が共同で考
察することを促すものである。 

CSSCF の手法の全般的構造は、図 2 及び以下で説明するとおり、5 つの段階か
ら構成される。 

第一段階では、国民性の基本的特徴に関する有益な情報を収集する。この段階
では、NEA は調査を通じて、日本の文化的背景、及び日本の原子力界において国民
性がどのように安全文化を形成し安全文化に影響を及ぼすかについて初期データを
収集する。日本国内の 12 の事業者と NRA から、オンラインまたは対面でデータが
収集された。収集したデータが分析され、日本における原子力安全文化の属性に関
連するものとして特定された国民性について初期結果がとりまとめられた。 

第二段階として上記調査結果に基づきシナリオを作成すると共に、フォーラム
（第三段階）の構成内容と質問項目が準備された。フォーラムで収集した観察事項
は、2 回目のデータ収集であり、分析検証でもある（第四段階）。これをもとに、
CSSCFの枠組みの最終段階（第五段階）として、CSSCFレポートが作成される。 

国民性と安全文化は定性的な性質を持つため、CSSCF におけるデータ収集方法
は、定性的な方法（調査段階ではインタビューとフォーカスグループ、フォーラム
においては観察とフォーカスグループ）であり、国民性と安全文化を分析する手法
については、NEAと IAEAの推奨に従っている（NEA, 2021; IAEA, 2016b）。この手
法によって、CSSCF は日本の原子力界にとって自らを振り返る機会となり、また日
本の国民性について自らの見解を示す場にもなった。 
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図 2：CSSCF で使用した手法の構造（五段階） 

調査 

データ収集方法 

調査に参加した原子力組織には、以下のとおり、原子力施設を運用する日本国内の
すべての企業と規制当局が含まれる。 

• 原子力発電所を運用する事業者は、以下のとおりである。

– 中部電力株式会社

– 電源開発株式会社（J-POWER）

– 北海道電力株式会社

– 北陸電力株式会社

– 九州電力株式会社

– 中国電力株式会社

第一段階
収集

第二段階
組み込み

第三段階
対話

第四段階
分析

第五段階
提示

インタビューや
フォーカスグ
ループなどに
よって調査を実
施し、国民性に
関する情報を収
集する

収集したデー
タを定性的に
分析し、国民
性に関連する
テーマを分類
する

収集した情報
をレビューし
て、ロールプ
レイシナリオ
に国民性を組
み込む

原子力界の幅広
い代表者の参加
するフォーラム
を開催する。組
織の様々な階層
に属する出席者
が集まるフォー
ラムの構成を設
計する

フォーラムでグ
ループと全体で
の対話を促進す
る。特定された
問題について対
処し、健全な安
全文化に寄与す
る強みを活かし
ていくため、今
後の方針につい
てのアイデアを
参加者から募る

調査とフォーラ
ムの全体セッ
ションおよびグ
ループディス
カッションで収
集されたデータ
を詳細に分析す
る

フォーラムの結
果をもとに、特
定された国民性
と、どのような
形で組織的行動
へ現れるのかを
考察する

レポートを作成
し、分析とプロ
セスを盛り込む

振り返りを促す
ことを目的とし
た探索的な質問
を盛り込み、原
子力安全にとっ
ての意味合いを
見極め、前向き
なフォローアッ
プ対応を決定す
る
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– 日本原子力発電株式会社 

– 関西電力株式会社 

– 東北電力株式会社 

– 東京電力ホールディングス株式会社 

– 四国電力株式会社 

日本原子力発電株式会社を除くすべての企業は、日本国内だけでなく海外にお
いても、火力および再生可能エネルギーセクター、熱供給、通信、ガス供給でも事
業を展開している。 

• 日本原燃株式会社は、ウラン濃縮、使用済燃料の再処理、海外の再処理工場
から返還された廃棄物の一時貯蔵、低レベル放射性廃棄物の埋設、MOX 燃
料加工などを取り扱う。 

• 日本の原子力安全規制当局である原子力規制委員会（NRA）は、原子力活
動の安全を確保する責務を担う。 

調査に参加した原子力施設は、日本のすべての原子力事業者および施設が記載
された表 1で太字で表記されている。 

本調査におけるデータ収集は、日本の全 12の事業者と原子力規制当局（NRA）
を対象とした 32件の個人インタビューと 61件のフォーカスグループを含め、91件
の個人・集団への半構造化インタビューによって実施され、最終的に 368 人の参加
者から見解と情報が収集された。より正確には、ディスカッションは以下のように
構成されている。 

• 事業者の CEO、CNO、本社の管理層を対象とした 28件のオンラインインタ
ビュー 

• NRA 上級幹部（委員長、委員、長官、審議官）を対象とした 4 件のオンラ
インインタビュー 

• 日本国内の 12の事業者施設における 59件の所内フォーカスグループ（従業
員、管理職、NRA サイト検査官）および NRA 本部における 2 件のフォーカ
スグループ（部課長） 

半構造化インタビューへの参加者は、原子力発電事業者、再処理事業者、NRA
の様々な役職から抽出した。 

• 上級幹部（CEO、CNO、会長など） 

• 品質保証、運転、保修、技術、放射線・化学管理、核燃料、廃止措置、環境、
総務の管理職 

• 上記の管理職と同じ部署の従業員 
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インタビューの目的は、原子力安全文化の属性に関連する国民性について情報
を入手することであった。フォーカスグループの目的は、個人インタビューと同じ
手法を使用して、文化について集団議論を促すことであった。本レポートでは、
「インタビュー」という用語は、上級幹部との対面インタビューを指し、「フォー
カスグループ」という用語は、12 施設（事業者と NRA 地域事務所）で行われた集
団インタビューを指すものとして用いられる。 

過去にCSSCFスウェーデン、フィンランド、カナダで使用された質問票に基づ
き、CSSCF日本のために質問票が作成された。以下のトピックが取り上げられた。 

• 国民性 

• 原子力界の文化的特性 

• 組織の文化的特性（リーダーシップ、意思決定、役割と責任、学習する組織、
公正な文化／叱責する文化など） 

インタビューとフォーカスグループには、如何なる行動、価値観、または前提
認識が典型的な日本らしさなのかという質問が含まれ、インタビュー担当チームは、
国内の業界レベルから組織レベルへと徐々に話題の焦点を狭め、最終的には職場で
の個人の行動、価値観、想定のレベルまで絞り込んだ。 

インタビュー担当チームは、安全文化と人的組織的要因（HOF）の経歴を持つ
専門家に加え、この専門家を補佐する形で原子力科学、施設の運転、放射線防護、
原子力工学、原子力安全、コミュニケーション、ステークホルダーエンゲージメン
トの各分野で専門知識を持つ部門横断的チームから構成される。すべてのインタビ
ューとフォーカスグループは、NEA 職員により日本語で実施され、音声が記録され
た。インタビュー対象者には、これが知識を問うための質問ではなければ、回答が
正しいかどうか見極めるのが目的でもないことが伝えられた。実際、本レポートで
は、個人や組織レベルの回答ではなく、文化と組織の全体的特性について議論して
いる。また、特に音声が記録されていることもあり、すべてのインタビューとフォ
ーカスグループは、インタビュー対象者と提供された情報の匿名性と機密性が保護
されるよう倫理的な枠組みのもとで実施された。 

すべてのインタビューは、分析の根拠とするため文字起こしされた。 

データ分析 

すべてのフォーカスグループとインタビューを含む全体のデータセットは、テーマ
によるデータ分析にかけ、続いて国民性が安全文化に及ぼす影響を熟考した。つま
り、調査のためのデータ収集が完了した後、参加者の回答を分析し、繰り返し発言
された文言、類似の表現、目立った特性を特定したのである。参加者が指摘した行
動、習慣、価値観の事例に特に注目した。最後に、日本文化に関する文献レビュー
から得られた関連情報を活用して、テーマ別分析の結果を補足し明確化した。 
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フォーラム 

ロールプレイシナリオの作成 

一連のインタビューとフォーカスグループが明らかにした特性に対して研究を行い、
国民性が組織の行動に影響を及ぼしうる分野の概要が示された。調査結果に基づき、
商用原子力発電所で発生した運転事象についてWANOが作成したシナリオのロール
プレイ台本を、フォーラム用に改訂した。事象シナリオは、4 つの主要アクトと合
計 10 のシーンから構成される。それぞれのアクトは、NRA と事業者の内部でのや
りとりや、事業者とNRAとのやりとりを含め、会議と対話の流れを表す。データ収
集プロセスで得られた情報をシナリオの情報源としたが、シナリオのいくつかの細
部は、日本の原子力セクターの実態を正確に反映することを意図した訳では無いこ
とに注意されたい。 

（フォーラムまでに）国内の背景に合わせてシナリオを調整し、議論でリアク
ションを得られるよう手を加えたことで、ロールプレイで明らかになった安全文化
のテーマに関して、活発かつ有益な情報交換が進められた。 

2 日間のフォーラムの実施 

CSSCF日本では、日本の様々な原子力組織から 107人の参加者がフォーラムに積極
的に参加し、議論に加わった。NRA、そして、すべての原子力発電事業者および再
処理事業者は、従業員と管理職を含め、5～7 人の参加者を派遣した。電気事業連合
会（FEPC）2、原子力発電環境整備機構（NUMO）3、静岡県、福井県、鹿児島県も
出席した。 

中国、韓国、英国、米国の規制当局と事業者組織を代表者する形で、海外から
の参加者もオブザーバーとしてフォーラムに参加した。海外からのオブザーバーは、
全体での議論に参加し、フォーラム参加者がどう感じているか、それが国民性と安
全文化の課題にどうつながっていくかについて、参加者同士の活発な意見交換を傍
聴した。 

2 日間のフォーラムでは、NEA の司会者によって全体での議論が進行された。
フォーラムは、演習の枠組みを説明する基調講演から始まり 4、続いてロバート・キ
ャンベル博士がプレゼンテーションを通じて文化的な洞察に満ちた所見を述べた。
続いて参加者は参加組織の代表者から構成されるグループに分けられ、日本の典型
的な文化的特徴に関してソーシャルコメンテーターの談話から想起される 5 つのキ
ーワードについて振り返りを行った。 

 
2.  FEPC は、日本の電気事業を円滑に運営していくことを目的としているが、本フォーラムには、

原子力業界の発展を目指す専門家団体として参加した。 
3.  NUMOの使命は、日本で放射性廃棄物の安全な地層処分を実施することである。 
4.  ロバート・キャンベル博士は、米国生まれの日本文学研究者であり、早稲田大学の教授を務めて

おり、メディアにたびたび取り上げられて日本国内でよく知られる存在となっている。 
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このオープニングセッションの後、シナリオのロールプレイが始まった。数人
の参加者が登場人物の役に就いて、シナリオの台本を読み上げ、各々の役目を演じ
る。それぞれのアクト（2～4 シーン）が終わった後、参加者が 7 つのグループ（1
グループ約 12人）に分けられた。それらのグループには、シーンに組み込まれた安
全文化の側面と、日本の国民性がそれらの側面にどのような影響を及ぼすかについ
て振り返るよう求められた。特に、参加者は、組織内の役職としてではなく、あく
まで個人として参加しているのであり、フォーラムに序列はなく、どんな見解や意
見でも出すように依頼された。海外からのオブザーバーは、8 つ目のグループに入
れられ、シーンで観察した安全文化に関連する課題について意見を言い、自国の見
解やプロセスと比較した。グループごとに、指定された進行役と記録係が配置され
た。日本原子力研究開発機構（JAEA）5の上級専門家は、NEA 職員と共に進行役を
務めた。議論の流れを円滑化し、質問を提示して反応を促すことに加え、進行役の
役割は、意見を共有しやすい安心してリラックスできる環境を整え、グループ内の
力関係を把握し、率直でかつ平等に意見を言えるよう対応することであった。各々
のブレイクアウトセッションの後、すべての参加者が全体会合に集まり、グループ
での議論の結果を取り上げて、国民性と、国民性が安全文化に及ぼす影響にハイラ
イトを当てた。 

フォーラムの終わりにかけて、最終グループディスカッションで参加者が所属
する組織毎にグループに分けられ、所属する組織で教訓にどう対処するかについて
話し合った。グループディスカッションの後、参加者が全体セッションで感じた観
察事項を自由に報告できる機会が設けられた。さらに、海外からの参加者は、最終
パネルディスカッションに参加し、海外ならではの視点から洞察と所見を述べた。 

データ分析 

2 日間のフォーラムを通じて、グループディスカッションと全体での議論の間、参
加者間の意見交換と振り返りを記録しておくため、記録係が指名された。その後、
この情報は NEA チームによって収集され、定性データの最終総合レビューが全体に
わたって実施され、本レポートの作成に使用された。調査とフォーラムで収集した
情報は、前記のとおり、広範かつ定性的な主題分析を行うために使用された。 

NEA は、「文化」をステレオタイプ的には考えている訳ではない。以下に提示
するデータ分析の結果は、増幅（一件の細部、事例、特異例が一般化のレベルまで
引き上げられること）、均質化（日本社会を均質と見なすこと）や、過度の単純化
をできる限り避けるようにしている。さらに、日本の原子力界の文化は、広義の日
本文化と同義ではなく、CSSCF においては、日本の原子力文化を、日本の文化的背
景のみならず、日本に留まらない、より広範な原子力界の文化の一部と見なすこと
ができるという考え方に基づき考察している。 

 
5.  JAEA は、原子力に関する研究開発を担う日本の機関である。 
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日本における安全文化：CSSCF 日本から得た所見 

概要 

調査と 2 日間のフォーラムの結果、日本の国民性の
様々な面に関して幅広い洞察が得られた。これらの国
民性は、原子力セクターとその組織に特有の組織行動
に現れる一般的なテーマである。 

CSSCF 日本は、日本の国民性を包括的に調査し
たものではない。 

調査とフォーラムでの議論は、通常業務と異常事
象管理の背景に限定されており、原子力緊急事態対応
について明確に網羅しているわけではない。 

日本の国民性 

文化的現象を分類するということは、基本的な前提認識を明確にして意識すること
を意味する（前述の Scheinモデルを参照）。これを明らかにするため、調査では自
由回答式質問を行い、日本の国民性における一般的な行動、考え方、習慣、価値観
について自発的に見解を述べるようインタビュー対象者に促した。フォーラムでは、
社会評論家の講演の後、初回のブレイクアウトセッションで同じテーマが議論され
た。フォーラムでの議論を通じて、インタビューと調査の一環として開かれたフォ
ーカスグループの結果の妥当性が確認された。 

今回の観察事項によると、日本人参加者は自己批判的で克服すべき課題を強調
する一方、自分たちの国民性の長所にはあまり触れない傾向が見られた。下記の結
果には、そのことが反映されている。 

定量的分析 

9 つの国民性は、日本の国民性全般にとって必ずしも重要ではないが、日本の原子
力界においては重要なものとして浮かび上がった。これらの国民性は、表 2 に示す
とおり、調査で得られたデータと、フォーラムの初回ブレイクアウトセッションで
交わされた議論でも繰り返し言及された。 

 

CSSCF 日本は、決定
的な結論ではなく、
今後の振り返りと対
応のきっかけと捉え
るべきである。 
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表 2：調査とフォーラムの初回ブレイクアウトセッションにおける国民性への 
言及回数 

インタビュー対象
者と参加者が言及
した国民性 

調査 
(インタビュー/フォーカスグループによる回数) 

フォーラム 
(インタビュー/フォーカ
スグループによる回数) 

事業者 
合計：76 NRA 

合計：15 
合計：91 合計：7 

CEO/CNO 
合計：28 

管理職 
合計：24 

従業員 
合計：24 

まじめ 7 18 16 5 46 7 

保守的 3 11 13 3 30 4 

和 8 5 7 7 27 5 

率直に発言しない 6 8 6 5 25 6 

集団主義 3 5 2 6 16 3 

曖昧さ 3 3 5 1 12 6 

失敗への恐怖 1 2 6 1 10 2 

思いやり 4 1 2 1 8 1 

お上意識 4 0 0 0 4 1 

上記の数値には統計的処理を適用していないものの、記述的分析から以下のこ
とが分かる。 

• 調査とフォーラムで最も多く言及された国民性は「まじめ」であり、これに
「保守的」、「和」、「率直に発言しない」が続く。 

– 調査では、事業者の管理職と従業員の間で優勢であった国民性は「まじ
め」であり、それぞれ約75%と約67%が言及した。この重要度はフォー
ラムでも確認され、すべてのグループが「まじめ」は日本の国民性だと
答えた。 

– CEO/CNO の間で優勢であった国民性は「和」、「まじめ」、「率直に
発言しない」である。 

• フォーラムでは「曖昧さ」が日本の重要な国民性として指摘されたが、調査
ではそれほどでもなかった。 

• 事業者の管理職と従業員は、言及した国民性に関してきわめて一致していた。 

• 「お上意識」は、調査ではCEO/CNOのみから指摘されたが、その後のフォ
ーラムでは数グループから指摘された。 
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国民性に関する説明 

表 2 に示した国民性の多くは、以下で説明するとおり、相互に関連している。日本
の国民性における一般的な行動、考え方、習慣、価値観に関する自由回答式質問に
加え、「年功序列」の影響に関する個別の質問も行った。「年功序列」は、調査中
にインタビュー対象者から必ずしも自発的に言及されなかったため、表 2 に記載し
なかった。しかしながら、「年功序列」はインタビュー中に言及されていないとし
ても、日本の国民性の一部として、関連する質問に対する回答の中で参加者に広く
認識されていた。その結果、「年功序列」が本セクションに記載された。また、フ
ォーラムでは、初回ブレイクアウトセッションにおいて「年功序列」が 7 グループ
中 5 グループから指摘された。そして、「同調圧力」も、「率直に発言しない」や
「失敗への恐怖」といった点と密接に関連するため、特徴として追加された。本レ
ポートでは 11個の日本における特徴について紹介する。 

日本語のほとんどの単語は良い意味と悪い意味を併せ持つことに注意されたい。
インタビュー対象者が国民性を説明するために用いたいくつかのキーワードは、良
い意味と悪い意味の両方を指すよう用いられた。これは特に、国民性の一つである
「まじめ」に当てはまる。 

「同調圧力」 

日本社会においては、「同調圧力」が強い傾向にあり、大多数派の意見に従うこと
が多い。この特徴は日本文化に根強く関連していて、集団での協力体制やグループ
間における「和」が個人の意見よりも優先され、「率直に発言しない」や「失敗へ
の恐怖」といった特徴に関連することとなる。 

「まじめ」 

「まじめ」は、勤勉、たゆまぬ努力、実直な人を指す。この単語は文脈に応じてい
くつかの意味を持つため、英語に正確に翻訳することは容易ではないが、ほとんど
の場合、真剣で誠実であり、常に正しく行動しようと努める人を指す。職場では、
目標を達成するために懸命に努力し、ルールと期限を尊重する人を指す。さらには、
管理層から目標を設定されると、日本の組織に属する人々は、その達成に向けて懸
命に努力する。これは、1930 年代/1940 年代以降、日本では仕事が、ある意味、愛
国的義務のようなものであるという考え方を補強するものである。 

「まじめ」は、何事も堅く捉えすぎて冗談を理解できない人やグループを指す
悪い意味を帯びることもある。さらに、日本人はリスクを好まず、新しいことに挑
戦したがらないという傾向にも関連する。予期せぬ課題に直面した際、日本人には、
（状況に）適応したり代替案を見つけることが難しい可能性がある。職場では、過
度の完璧さを追求したり、指示の背後にある合理性を問うことなく、そのままを受
け入れたりすることもあり得るということである。その結果、日本の組織に属する
人々は、極端に仕事にのめり込み、結果としてミスを犯すことにもなり得る。 
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「保守的」 

「保守的」は、主にインタビュー対象者と参加者がネガティブな国民性を説明する
ときに使用した表現である。多くの日本人が前例を破らぬ傾向があり、新しいやり
方を試す前に成功を保証するよう求めることを意味する。その結果、日本の人々は、
たとえ少しの変化であっても、変化に対応することを快く思わなかったり、傍観す
るようなことになり得る。完璧さを追求するあまり要求が高くなり、「失敗への恐
怖」を抱き、リスクを回避するという傾向と相まって、新しいやり方を試し難くな
ることを考えると、この国民性は「まじめ」と関連している。日本人は、リスクと
いう単語を悪い結果につながる危険なものと解釈しており、うまくいけば、そして
適切に管理すれば、成功につながる予測行為とは捉えていない。このことにより、
何故、日本社会にはリスクを回避する傾向があり、その傾向は原子力セクターに特
に当てはまるかが良く理解できる。原子力に対する世論はきわめてリスク回避的で
あり、多くの公衆は、ゼロリスクだけが妥当な結果だと考えている。このことは、
公衆と事業者の関係だけでなく、規制当局と事業者の関係にも大きく影響を及ぼす。 

何人かのインタビュー対象者によると、原子力に対する肯定的な世論があまり
聞かれないために、国民性にマイナスの効果を与えており、これが日本社会全般よ
りも原子力界で顕著になっている。こうした傾向は、日本の原子力の歴史の視点か
ら理解できるものがある。 

「和」 

「和」は、英語では通常、Harmony と翻訳される。軋轢を起こさず社会集団の慣例
に従って行動して、各々が個人的な関心よりも円満な集団であることを優先する。
「和」は、家族、社会、ビジネスのいずれにおいても、日本社会でのあらゆるやり
とりの基本原則となっている。「和」は、独立より相互依存、異議より協力、抵抗
より忍耐に重きを置く。ただし、「君子は和して同ぜず、小人は同じて和せず」の
ことわざにあるとおり、「和」と「迎合」は異なるという点に注意する必要がある。
君子は「和」を重んじるが、大衆に「迎合」しない。一方、小人は大衆に「迎合」
するが、「和」を重んじない。 

「和」を重視する国民性は、多くの日本人が軋轢を避ける傾向と関連があると
言えるかもしれない。個人的な目的のために「和」の理想状態を崩す人は、年長者
からの叱責や同僚からの暗黙の非難（同調圧力）に公然と、または密かにさらされ
ることがある。日本企業は職場での「和」を奨励し、従業員は通常、終身雇用され、
同僚や組織と強い絆を築き上げる。 

日本人は「和」を維持するよう行動して話すからといって、反対意見が無いわ
けでも、不満を感じていないわけではない。ただ単に、日本社会の価値観にとって
は「和」を築くことが重要であることから、日本人は「本音」と「建前」を区別し
ている。西洋文化では「建前」は偽善や欺瞞と捉えられることもあるが、日本では、
何を求めるか、どこまで要求するかなどについて複雑かつ形式ばった言い方に丸め
込み「建前」で話を進める傾向がある。このことは、例えば交渉する際に、本当の
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気持ちを顕わにすることは美徳と見なされないという傾向によるものである。日本
人は、社会のために個人的な気持ちを抑えることを美徳と理解する傾向がある。 

「率直に発言しない」 

日本人は、特に職場での会議の席で、自分の意見を言わずに黙って話を聞く傾向が
強い。日本人は他人の目を気にして、状況に合わせた行動をとる。日本人は、会議
で発言することは、そのことで自身が評価を受けているように感じる傾向がある。
このように「同調圧力」や「失敗への恐怖」を感じるため、悪評が立ったり、グル 
ープ内で少数派になること、あるいはグループから浮いてしまうことを恐れる。大
多数の意見に合わせ、集団の中でいちばん目立つ意見、つまり自己主張の強い人に
従う傾向があり、何を要求するのか指示して欲しいとさえ思う。グループが大きく
なるほど、日本人は率直に発言しなくなることに留意すべきである。役職や所属に
かかわらず、失敗や評判の低下を恐れず堂々と自己主張する人もいるが、そういう
人に議論を牛耳られて、議論に参加する他の人々が意見を言いづらくなることもあ
り得る。インタビューの際に、率直に発言しないことの理由として、「和」が関係
しているのではないかとの意見もあった。フォーカスグループとインタビューでは、
日本の教育制度が、異議を唱えたり率直に発言しないことを暗に促していることが
指摘された。また、日本人は、会議や仕事にかかる時間を延ばしたくないから発言
しないこともある。 

「集団主義」 

日本の国民性では集団の観念が重要であり、国民としての責任感とも表現されてい
る（Kissinger, 2015）。日本の歴史を紐解いてみると、すべての社会階級において、
そうであった。男性の首領による統率のもと、社会の基本単位は個人ではなく家族
であった。日本人は、社会的結合と国民としての責任感を拠り所に、相互扶助と国
家的団結を示して、2011 年の地震、津波、原子力災害のような困難極まりない状況
に対処することができた。ある CEO と CNO は、１６世紀の大名の毛利元就が唱え
た「百万一心」という言葉を引用し、どうすれば偉業を成し遂げられるかを説明し
た。日本人は集団や企業に属することを望み、言い争いをせず、互いに協力し合う
傾向がある。意思決定がなされたら、一丸となって前進して遂行する。儒教の影響
もあり、集団の責任は個人の責任よりも強く、自制心や上下関係の尊重といった他
の特徴と同様、今日に至っても学校制度を通じて強化されている。 

この「集団主義」は、ある CEO の言うところの「怠惰な団結」、すなわち集団
の均一化につながる。日本人は、他人と違うことをしないよう、何事も疑ってかか
らないよう訓練されることがあり、結果として、健全な議論を交わし、意見交換を
することに困難を感じることがある。個人が集団の論理に基づいて意思決定を下し、
行動する傾向がある。職場では、従業員が制服を着用することが多いという事実に、
均一性を見て取ることができる（Bernier, 2009) 。 
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「曖昧さ」 

日本の組織において、リーダーや従業員は意思決定やコミュニケーションの取り方
が曖昧であることがある。コミュニケーションに関して、ほとんどの日本人は、一
般に自分の思っていることをはっきり言わず、自分の行動や言葉で他人を傷つける
ことのないよう、遠回しに伝えようとする。職場では、同意を示すが、どこまで同
意するかについては必ずしも明らかにしない。インタビュー対象者のある CEO によ
ると、日本人は絶対的な反対と絶対的な賛成の間で曖昧に中立的な立場をとり、重
大な契機を境目に一斉に意見の方向性を変えることがある。日本人の言葉の使い方
は時に曖昧である。例えば、主語を明確にしないことがある。また、同質性の高い
国民であるため、共通理解があるという前提に立って、端折った話の進め方をする
こともある。 

「和」の国民性と「曖昧さ」の度合いが高い環境に関連して、日本人は、自身
より立場が上の相手の表情を読み取り、相手の感情を推測して（「忖度」）、相手
の思っていることを想像し、暗黙の了承に基づいて行動して、必ずしも言葉で意思
疎通を図らないこともある。 上述したとおり、「本音」と「建前」は、コミュニケ
ーションや意思決定を行う上で「曖昧さ」を生むことがある。 

「失敗への恐怖」 

日本では普通、失敗が許され難い。二回目のチャンスが与えられないことも多い。
インタビュー対象者によると、多くの日本人は、失敗に対して強い恐怖感を抱いて
おり、失敗してしまうとひどく感情的になって落ち込むことがある。次に説明する
とおり、集団の調和が最重要視され「同調圧力」が強く、個人が「和」を乱してい
ると判断されると、集団から追いやられ、集団の方が個人より重要であることから、
それ以降（その集団の中で）うまくやっていくことが難しくなる。この国民性が原
因で日本人は「保守的」になり、新しいやり方を試してみようと思わなくなる傾向
がある。 

「思いやり」 

「和」に関連して、日本人は、相手に敬意を示して丁寧な対応を心がける。他人に
迷惑や不便をかけたり、問題を起こしたり、危害を加えたりすることのないよう注
意することで思いやりを示す。社会と企業では礼儀と挨拶が不可欠であり、日本人
は非常に丁寧な言葉遣いを意識し、謙虚に振る舞うことを良しとして、面と向かっ
て相手を批判することを避ける傾向がある。 

「年功序列」（年長者に対する敬意） 

日本の従業員は、大学を卒業してすぐに企業に入社して、終身雇用を希望する傾向
がある。この終身雇用形態としての「サラリーマン」は通常、公共部門と民間部門、
特に大企業や大規模団体に見られ、日本の職場では1950年代から雇用形態と見なさ
れてきた。一般に、社内での勤続期間が長くなるほど、昇進して部下に対する権限
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が大きくなる。その結果、二人の従業員が同じ役職だとしても、議論においては勤
続期間の長い方の意見が尊重される向きにあり、たとえ一年の差でも大きく違って
くることもある。 

「年功序列」は、双方の意思疎通の在り様に対して非常に重要な要因となり、
日本語では、話し手や聞き手の年齢に応じて、丁寧な言葉遣いを使い分けることに
なる。年下の人は年上の人に丁寧な言葉遣いをして、同い年同士では通常の言葉遣
いとなり、年上の人は年下の人に荒っぽい口調で話しかけることもある。職場では、
勤続期間が最も長い人や最年長者が最初に発言して、堂々と行動することができる。
勤続期間が短い人は、上司に伺いを立てるときに柔らかい言い方を選んで礼儀正し
く行動する。インタビュー対象者によると、「年功序列」制度は、とりわけ事業者
において、また NRAにおいても健在であるが、以前ほど顕著ではなくなっていると
のことであった。 

「お上意識」 

「年功序列」に関連して、「お上意識」とは、政府機関を代表する行政職員がエリ
ート意識を持ち、民間部門や公共部門の相手に自分の意見を押し通す傾向があるこ
とを意味する。このような「お上意識」があると、ほとんどの日本人が序列、役職、
権限を持った人物を重視するという傾向と相まって、行政職員と民間部門の関係が
堅苦しくよそよそしくなり、民間部門は行政職員に追従するだけになる可能性があ
る。一方、市民は民間企業が責任感と権限をもって行動することを期待している。 

日本の原子力界において国民性が安全文化に及ぼす影響 

前述のCSSCFの枠組みを用いて、以降のセクションでは、国民性が個人と組織の行
動にどのように現れるかを概説する。上述の国民性には各々微妙な差異があるが、
日本の安全文化をテーマごとに説明するため分類することとした。国民性の善悪を
問うものではないが、（国民性は）状況によってプラスまたはマイナスの意味合い
を伴うことがある。国民性が組織の行動に現れ、より堅実な安全文化につながって
いく可能性もあるが、健全な安全文化を揺るがす可能性もある。 

以下の安全文化の諸次元について、特に述べることとする。 

• 安全に関するアカウンタビリティと責任 

• 明確に規定された役割と責任 

• 安全に関する継続的学習と改善 

• 意思決定において安全が重視されること 

• 安全を確保するための人員配置、能力開発、教育訓練計画 

• 安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション 
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これらの諸次元に関して詳細に述べていく前に注視すべきことは、安全文化が
一般的に何を意味するのかについては原子力界に理解されていて、健全な安全文化
が全てのサイトと NRAで醸成されつつあるにもかかわらず、安全文化に関するヴィ
ジョン、戦略、実施目標が、現場の従業員に必ずしも明確に伝わっておらず、現場
に十分に理解されていないことがフォーカスグループで何度か指摘されていること
である。 

安全に関するアカウンタビリティと責任 

安全文化の次元としての「安全に関するアカウンタビリティと責任」は、「曖昧
さ」、「集団主義」、「率直に発言しない」、「失敗への恐怖」、「まじめ」、
「保守的」、「同調圧力」、「和」といった国民性の影響を受ける。 

責任とは、言葉や行動で対応しなければならない事項を引き受けることを指す。
この義務は、個人、グループ、または会社が負う。アカウンタビリティは厳密な法
的義務の範囲を越えるものであり、個人は自身が責任を負う事項について「頼りに
なる」人になることを自主的に選択することが必要となる。自身の行動に対してア
カウンタビリティを果たし、従来義務を負わずにいた特定の行動を引き受けようと
いう意欲である。手短に言えば、責任は共同で負うことができるが、アカウンタビ
リティは共同で負うことができない。安全は共同責任と見なされ、各々が自身の行
動に対してアカウンタビリティを果たす。アカウンタビリティを果たすことは、安
全に対して当事者意識を持ち、それゆえに安全方針、手順、行動、規範を精査して
疑問視することにより、問いかける姿勢を示すことも意味する。責任とアカウンタ
ビリティを誤解すると、組織が個人の行動に生じた悪い事象の原因を探り、根本原
因、特に組織的原因を分析せずに済ます傾向が強くなる可能性がある。また、個人
が責任を負う場合、特に正直にミスを認めた後には、率直で透明性の高い取り計ら
いを行い、公正に対処する必要がある。言い換えると、許容される行動と許容され
ない行動の境界を全員が明確に認識することにより、組織の文化は「公正」なもの
となり、非難されることへの恐怖をなくすよう目指していくべきである（Dekker, 
2012）。 

調査とフォーラムでの議論から、日本の原子力界における責任は常に集団の責
任であり、個人の責任になることはほとんどない。そのため、ミスを犯した場合、
上司が部下の責任をとる。言い換えると、個人の責任は集団の責任ほど重要ではな
く、現場従業員はミスや失敗について公に叱責されることはない。ある従業員はイ
ンタビューで以下のように答えた。「怒られることもあるが、処分を受けることは
なく、個人の勤務評定に影響が及ぶこともない。」これは「集団主義」の国民性と
一致する。日本人は個人より集団を優先し、互いに協力するということは安全の観
点では良い点である。現場従業員が叱責されないという傾向は、日本人の行動の典
型例ではなく、原子力界に特有の行動と考えられる。従業員は上司や同僚から直接
または公に叱責されないとしても、自分自身を責めることになる。このことは、
「まじめ」、「失敗への恐怖」、「和」などの国民性の影響によって説明がつく。
ほとんどの日本人は「まじめ」で失敗を恐れ、「和」を乱すことを好まず、そうす
るべきでないときでも自分自身を責めるほどの責任感を持っている。 
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フォーカスグループでの議論から、事業者の安全方針では、確立された方針と
手順の順守については従業員が責任を負うことが明らかになった。にもかかわらず、
調査とフォーラムでの議論と意見交換では、「責任」と「アカウンタビリティ」が
二つの異なる用語であり、日本の原子力界では良く理解されていないか、または混
同されていることが分かった。言語は重要な文化的手段であり、アカウンタビリテ
ィについては日本語への直接的な訳語が見当たらないことに注意されたい。その結
果、アカウンタビリティを果たすことの概念を伝えることが難しい。日本人が個人
でアカウンタビリティを果たす可能性について、懸念が表明された。日本の従業員
は責任感が強いが、それと同時に責任を負わなければならない役職に就くことを避
けようとする傾向がみられた。このことは、「曖昧さ」の国民性の場合とも一致す
る。数人のインタビュー対象者は、何らかの失敗が起こった場合、日本の職員は自
分自身または同僚とともにアカウンタビリティを果たそうとしないが、これは自分
の身を守るためだとも答えた。フォーラムでは、日本に一般的に見られるピラミッ
ド型の組織構造とトップダウンの意思決定が故に、個人が全面的にアカウンタビリ
ティを果たす立場に置かれることはほとんどないことも報告された。 

収集したデータから、日本の特に原子力分野では、規則と手順の順守度が高く、
「まじめ」という重要な国民性によって支えられて、手順を守り近道をとったりす
ることは起こりえないと結論された。さらに、日本の原子力組織に属する従業員、
特に経験の浅い若手従業員は、未熟な技能に頼ることができないため、過剰なほど
手順を順守しようと努める。しかしながら、安全方針、手順、行動を疑問視し、慢
心に陥らない姿勢（問いかける姿勢を参照）は、「保守的」、「率直に発言しな
い」、「集団主義」の傾向によって阻害され得る。それでも、常に問いかける姿勢
をとることは、「集団思考」の抑止に役立つ。他方、集団への順応と結束を目指す
時、全員が対立と各人の考え方に対する批判的評価を最小限に抑え、思考の多様性
と好奇心を認めないようになると、集団思考が生じてくる。 

表 3 に、日本の国民性、責任とアカウンタビリティの安全文化の特性、個人と
組織の行動の関係性をまとめる。 

表 3：日本の国民性、安全文化の次元としての「責任とアカウンタビリティ」、 
個人と組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 個人や組織の行動 

「曖昧さ」 
「集団主義」 
「率直に発言しない」 
「失敗への恐怖」 
「保守的」 
「まじめ」 
「同調圧力」 
「和」 

責任とアカウンタビリティ 

規則や手続きを高い次元で遵守する 
連帯責任を負い、個人を責めない 
周囲は当事者を責めないにもかかわ
らず、本人は自分自身を責める 
上司の命令と指示、安全方針、手
順、行動に疑問を投げかけることが
難しい 
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安全に関して明確に規定された役割と責任 

安全文化の次元としての「安全に関して明確に規定された役割と責任」は、「曖昧
さ」、「集団主義」、「失敗への恐怖」、「年功序列」といった国民性の影響を受
ける。 

健全な安全文化を備える組織では、組織内のすべての階層と役職において役割
と責任が明確に規定され、割り振られ、理解されている。安全にかかわる意思決定
権の範囲も明瞭になっている。 

「明確に規定された役割と責任」という安全文化の次元は、「曖昧さ」と「集
団主義」といった日本の国民性に関連してくる。数人のインタビュー対象者は、序
列（CNO、管理職、従業員）にかかわりなく、日本人は、部門間の業務やグレーゾ
ーンに属する問題に関して、個人だけでなく部署間レベルにおいて、責任を明確に
することが苦手だと語った。フォーラムのブレイクアウトセッションにおいて、日
本では、責任に関して明確な役割が割り振られることなく議論が曖昧なまま終わり
がちな傾向があるとの認識が共有され、それは、多くの日本人はミスや失敗を恐れ
ているのが原因だと認識されていた。また、役割と責任に関する意思決定を明確に
することより、時間どおり会議を終わらせることの方が重要であることから、日本
では「曖昧さ」が増していくことが多い。ある従業員によると、普段から「誰がや
るのか」という質問が飛び交い、通常は最初に手を挙げた人が作業にあたる。だか
らといって、日本人にとってはチーム全体の任務の範囲内で行動することが重要で
あるため、各々が自分の通常業務を把握していないわけではない。つまり、各自の
役割と責任がマネジメントシステムで明確に説明されておらず、曖昧なままになっ
ていることを意味している。また一般に、日本の雇用契約では、職務内容の詳細が
規定されておらず、被雇用者が職務内容規定を渡されることはめったにない。日本
人が「集団主義」を尊重することもあって、職務内容規定が用意されないことは、
インタビュー対象者に問題視されていないようであった。チームワークの意識が強
く、勤務評定は個人より集団に向けられる傾向がある。業務目標と個人の実績、適
応性を明確にすることで、やる気のある若手が効率よく管理職に昇進できるような
制度を実施しなければ、皆がやる気を失ってしまうため、前述の傾向はある意味、
人的資源管理の課題である。 

収集したデータから、日本の原子力組織はピラミッド型の構造になっており、
あらゆる意思決定が管理職によって下されていることを示した（「年功序列」）。
その結果、フォーラムにおいてインタビュー対象者から、特に従業員同士の横の連
携が足りていないとの課題が指摘された。インタビューでは、日本の文化には補完
性の原則 6が合わないことも明らかになり、ある従業員は次のように答えている。
「安全と品質保証に関しては、管理職まで報告しなければならない案件が多いが、

 
6.「補完性の原則では、（a）結果責任が生じるところと、（b）行動して結果を出す役職に最も近

いところに、意思決定権を置くことが最適とされている。」（Wolf, 2001） 
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そうすることは難しい。」つまり、ほとんどの意思決定は階級組織の頂点から下さ
れ、下位の序列にはほとんど責任が委ねられない。 

表 4 に、日本の国民性、安全文化の次元としての「明確な役割と責任」、組織
の行動の関係性をまとめる。 

表 4：日本の国民性、安全文化の次元としての「明確な役割と責任」、 
組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 組織の行動 

「曖昧さ」 
「集団主義」 
「失敗への恐怖」 
「年功序列」 

役割と責任 

責任を明確にすることを躊躇する 
職務内容規定が用意されない 
勤務評定と昇進が明確にされていない 
ほとんどの意思決定が組織内でトップダウ
ンで下される（補完性の原則がほとんど適
用されない） 

安全に関する継続的学習と改善 

安全文化の次元としての「安全に関する継続的学習と改善」は、「思いやり」、
「率直に発言しない」、「失敗への恐怖」、「保守的」、「まじめ」、「同調圧
力」、「和」といった国民性の影響を受ける。 

健全な安全文化が根付いていれば、従業員は、危険な状況を指摘し、管理職に
技術的または組織的な改善を提案して、先を見越した姿勢を見せることになる。ま
た、成功事例や課題を含め、組織の内外で得られた教訓は、継続的改善の基礎とし
て活用される。問題を特定して適時に是正するための、是正及び予防処置行動を策
定、実施し、その有効性を評価するプロセスが存在する。従業員は、問題と疑念を
報告することに対して奨励また評価もされ、報復を恐れることもなく、懸念を伝え
れば聞いてもらえることを実感できる。そのような原子力界は、新しい考えに前向
きな姿勢をとり、様々な意見に耳を傾け、新しい考え方を受け入れ、率直な対話を
奨励することになる。 

多くのインタビュー対象者、特に CEO/CNO は、多くの日本人は前例に従う傾
向があり、変化を遂げるには外部からの圧力が必要だと答えた。ある CEO は「日本
人は本当に苦しくならないと、本気で指導力を発揮できない。」と語った。前述の
とおり、日本人は「保守的」になり、リスクを回避し、前例に従う傾向がある。原
子力事業者が数年にわたって、米国から是正処置プログラム（CAP）システムを導
入し大きな進展を遂げているが、一方、日本人は通常、漸進的な変化の必要性を優
先しない傾向があるため、日本では継続的改善の概念を浸透させることが難しいと
いう声も聞かれた。 
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そのため日本では、特に誰もが失敗を恐れ「率直に発言しない」状況下におい
ては、変化を起こすことは難しい。実際、フォーラムと調査の参加者は、日本人が
率直に発言することは非常に難しく、場合によっては不可能だと口を揃えて答えた。
それでもなお、継続的改善は、安全上の問題を特定し適時に是正する上で必要であ
る。  特定とは、見つかった問題について、従業員と管理職が日常的に懸念を提起す
ることを意味する。日本の組織に属する従業員が率直に発言せず、継続的改善に参
加しないことについて、いくつかの理由が提示された。 

• 日本の組織に属する従業員は、批判されたり非難されたりすることを嫌う。
実際には批判されないとしても、日本人は発言することを恐れ、自己防衛が
強く働くに及んで、継続的改善の精神からなすべき問題提起をしないのだと
指摘された。 

• 日本人は、新しい考えを持ち出すと仕事量が増えるのではないか、と心配す
ることが多く、これは問題を提起した当人が是正処置計画を実施することに
なる実態と関係している。このことは、役割と責任が明確にされていないと
いう前述の議論を裏付けており、役割と責任が明確にされていれば、是正措
置をその性質と作業範囲を踏まえた上で適切な人材に割り振ることができる
はずだ。 

• 日本人は一般に、「思いやり」があり、「和」を尊ぶため、他人に面倒をか
けることを避ける。 

• 日本人は、会社に強い忠誠心を持つよう促される。このようにして、社内の
考え方について反対意見を言うことが難しくなる。 

失敗を恐れ、リスクを回避し、「保守的」であることから、行動し、是正処置
計画を実施し、新しいやり方を試す前に、リスクをはるかに上回る実施のメリット
を示す必要がある。新しいやり方を試してうまくいくかどうか、あるいは組織が利
益を得られるかどうか確認することは、日本では通常の手順ではない。是正措置が
いったん承認されると、従来の手順/規則を無効にすることなく、チェック項目や新
規の手順/規則が追加され、一度実施されると、これらの是正処置が効率的かどうか
にかかわらず、あり続けることになる。つまり、リスクと利点を常に定量化して、
定期的に検証することなく、増え続ける手順やチェック項目に対応しなければなら
ないことになる。ある従業員から、「手順の数を減らすには、そのための意思決定
が必要になるが、誰もそのような意思決定を下すことができない」という問題が提
起された。このことからも、前述の役割と責任に関連する疑問が生じる。強い「ま
じめ」さ、「保守的」、ミスを恐れるため、規則や手順を取り消す理由の妥当性を
正当化する立場を取ろうと思わない。「和」の国民性について説明したとおり、
「建前」を提示して規則を作ることもあり得る。規則を明確にしたり、規則の削除
を正当化したりすると、「本音」を示して本心を見せなければならなくなる。失敗
を恐れるが故に「本音」を最後まで見せることができない。また、特にトップダウ
ンの意思決定に基づく是正処置が実施された後にその有効性を確認する慣行がない。
その結果、新旧のやり方が残り、是正処置を両方とも実施しなければならなくなり
混乱が生じる可能性がある。 
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安全に対する責任とアカウンタビリティについて前セクションで説明したとお
り、従業員から管理職に至るまで、すべてのフォーカスグループにおいて、現場で
叱責する文化がないことが明らかにされた。大多数の CEO/CNO は、ミスをしたり
問題を提起したりした従業員を叱責しない方針を定期的に説明していると答えた。
また、日本人は「和」を尊び、「思いやり」を持って行動するため、一般に同僚を
責めることはない。これは、継続的改善を支えるために重要な状態である。WANO
から始まった安全文化方針を導入したことにより、特に 1F事故以降、日本の組織に
属する人々が個人を責めないという肯定的な傾向がこれまで以上に強まっている。 

表 5 に、日本の国民性、安全文化の次元としての「継続的学習と改善」、組織
の行動の関係性をまとめる。 

表 5：日本の国民性、安全文化の次元としての「継続的学習と改善」、 
組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 組織の行動 

「率直に発言しない」 

「失敗への恐怖」 

「保守的」 

「まじめ」 

「同調圧力」 

「和」 

継続的学習および改善 

叱責しない文化 

継続的改善の要求によってやる
気が失われる 

変化するために外部からの圧力
が必要 

従来の慣行を見直すことなく、
新たな是正処置が加わる 

意思決定において安全が重視されること 

安全文化の次元としての「意思決定において安全が重視されること」は、「曖昧
さ」、「率直に発言しない」、「失敗への恐怖」、「まじめ」、「年功序列」、
「同調圧力」、「和」といった国民性の影響を受ける。 

健全な安全文化を備える組織では、安全はすべての戦略的・運営意思決定にお
いて明確な基準であるため、意思決定プロセスで特に重視されなければならない。
リーダーは、慎重な意思決定と、予期せぬ状況から迅速に回復する能力を支援し、
現場従業員を含むすべての従業員は、リスク評価プロセスと意思決定プロセスに関
与する。 

事業者のインタビュー対象者も、NRA のインタビュー対象者も、意思決定にお
いては安全を重視しており、また日本人は保守性が高いという傾向は、慎重に意思
決定を下すことを意味すると答えている。しかしながら、多くの場合、正式に議論
する前にあちこちに聞いて回り、正式な会議が開かれる前に物事が決定されるため、
日本での意思決定は一般に遅く時間がかかる。この組織的行動は「根回し」と呼ば
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れるもので、会議を開いて正式な合意に至る前に関係者に話を通して、支持と意見
を集めておくことにより、変更案やプロジェクト案の支持基盤をひそかに築く日本
企業の非公式プロセスである。「根回し」に成功すると、混乱を避けて最終的に
「和」を維持しながら、関係者の同意を得て変更を実施することができる。正式な
会議の前に、参加者は新たな提案を知ることが期待できる。会議で初めて何かを知
ると、自分が蚊帳の外に置かれた気になり、それだけを理由に反対することもある。
そのため、このような人には会議の前から話を持ちかけることが重要である。日本
での意思決定は集団で下されるものであり、それによって健全な安全文化が支えら
れるが、数人のインタビュー対象者によると集団を重視し過ぎるあまり、多くの階
層の組織が関与して合意に至らなければならないこともある。インタビュー対象者
は「スタンプ・ラリー文化」という用語を何度か使い、あるインタビュー対象者か
らは 1 日に 100 回の捺印する事例が紹介された。これは、審査および承認プロセス
の重荷と負担を表している。会議は原稿どおり進行し、通常は幅広い準備が必要と
なる。想定される質問が用意され、役割と責任があらかじめ決められる。数人のイ
ンタビュー対象者は、日本の原子力セクターでの雇用は終身雇用であり、そのこと
が意思決定にかかる時間に影響を及ぼすのだと答えた。すなわち、解雇されること
がないため、仕事の効率を上げる意欲が湧かないということである。 

上述のとおり、暗黙にでも空気を読んで（「忖度」）までも、コンセンサスに
至ることが重要である。多くの日本人は「まじめ」であり、仕事での話し合いや決
定に感情を持ち込むことは滅多になく、発言する前によく考え、何事も正しく進め
ようとする。また、意思決定は、「率直に発言しない」、「失敗への恐怖」、「年
功序列」、「和」といった国民性に密接に関連している。管理職や上司が先に発言
したり、主張の強い人が発言したりすると、日本人は他人の影響を受けやすく、反
対して少数派になると落ち着かない気分になるため、相手に賛同する傾向がある。
この点について、ある CEO は次のように認識していた。「本当の和は、沈黙を通し
て議論を避けることではない。互いを尊重して意見を交わすことが大切だ。」 

結果として、意思決定を下す前に十分な議論を重ねるが、いったん意思決定が
下されると、全員の了承を求められる。意思決定プロセスでは、関係者各位に率直
に意見を言う機会が設けられる。そのため、当初の提案が根本的に変更されること
もある。一部の人が最終決定に反対することもあるが、最終的には支持して全員で
懸命に遂行しなければならない。 

表 6 に、日本の国民性、安全文化の次元としての「意思決定」、組織の行動の
関係性をまとめる。 
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表 6：日本の国民性、安全文化の次元としての「意思決定」、組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 組織の行動 

「曖昧さ」 

「率直に発言しない」 

「失敗への恐怖」 

「まじめ」 
「年功序列」 

「同調圧力」 

「和」 

意思決定 

慎重に意思決定を下す 

「根回し」 

暗黙にでも空気を読んででも、コンセンサス
に至る 

時間のかかる集団での意思決定プロセス：会
議で正式に質問する前に、非公式に質問を済
ませておく 

安全を確保するための資源配置、有効な技能、教育訓練マネジメント 

安全文化の次元としての「安全を確保するための資源配置、有効な技能、教育訓練
マネジメント」は、「曖昧さ」、「年功序列」といった国民性の影響を受ける。 

安全が明確に認識された価値となっていることを実証する一つの方法として、
安全を確保するために必要に応じて人的資源を配置し、個人の能力を体系的に開発
し、様々な訓練方法を用いて安全を担う人員の専門的、技術的能力を維持して向上
させていることが挙げられる。 

事業者と NRA のインタビュー対象者から、人的資源（HR）配置と能力の問題
が提起された。十年以上停止している発電所もあるため、一部の従業員は稼働中の
発電所での経験がなく、このことが能力と訓練管理の面で大きな課題となっている。
事業者と NRA は、（シミュレータを活用した）訓練コースや実地訓練（OJT）を設
定し、また、訓練と能力開発のため他社に従業員を派遣している。また、従来は終
身雇用で卒業後すぐに入社し退職まで離職しないことが求められていたが、劇的な
変化として中途採用も試みるようになってきている。 

調査で収集されたデータから、日本の国民性は、能力の獲得手段のみならず、
能力開発および管理のマネジメント・システムへの組み込まれ方にも影響を及ぼし
ていることがわかった。前述のとおり、役割と責任は個人レベルで必ずしも明確に
規定されておらず、個人に求められる能力も明確化されていない。日本の教育制度
では、生徒には従順さと平均的レベルの高さが求められ、また人事制度では、伝統
的にバランスの取れた思考態度が高く評価されるため、職場ではスペシャリストで
はなくゼネラリストが好まれる。このことは上級職に特に当てはまる。職場におい
ては、日本人は特定の役職を補充するのではなく、基礎能力が評価され入社し、長
期にわたって勤続するために迎え入れられる。その後、配属されると、業務遂行能
力（さらに適格性）を評価する基準は、通常明確にされていないが、数人の従業員
によると、やる気に関しては利己主義に走らないことが美徳とされるため、この話
題はタブーであって議論されることはない。最後に、明確かつ明示的な基準で評価
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されない状態は、人事制度が「年功序列」に根差していることと一致する。多くの
従業員は、昇進して昇給するには年を重ねるしかないと語った。 

インタビューやフォーカスグループでは、事業者と NRA の双方が有能な人材の
採用や若い労働者の確保に苦労していることに加え、事業者が近年、財政面で相当
慎重なスタンスを取っているため、仕事量と人的資源のバランスが最適化されてい
ないことが指摘された。前述のとおり、原子力セクターは伝統的に終身雇用制度に
則っており、従業員が辞職することはまれである（あるいはまれであった）。日本
の原子力セクターでは現在、考え方の変化が徐々に起こっている。仕事量が多いた
め、ほとんどの従業員が残業を経験する。しかしながら、インタビューからは、残
業が本当に必要なのか、会社から残業するよう求められていると思っているからな
のか、は分からなかった。ある現場では、残業が方針により明示的に禁止されてお
り（正当な理由がある場合を除く）、午後 5 時に終業するよう従業員に求めている
とのことだ。 

表 7 に、日本の国民性、安全文化の次元としての「資源配置、有効な技能、教
育訓練マネジメント」、組織の行動の関係性をまとめる。 

表 7：日本の国民性、安全文化の次元としての「資源配置、有効な技能、 
教育訓練マネジメント」、組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 組織の行動 

「曖昧さ」 
「年功序列」 

資源配置 
教育訓練マネジメント 

体系的で公式化された形で訓練管理
が実施されていない 

必要な技能がほとんど特定されてい
ない 

スペシャリストよりゼネラリストの
方が好まれる 

安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション 

安全文化の次元としての「安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション」
は、「曖昧さ」、「思いやり」、「年功序列」、「和」といった国民性の影響を受
ける。 

健全な安全文化が根付いていれば、安全に関するコミュニケーションは公式な
ルートを通じて率直で透明性の高い方法で実践され、あるいは個人間のやりとりに
おいて敬意をもって率直な形で交わされることになる。組織内で安全の価値を明確
に伝えているために複数の仕組みが利用される。率直なコミュニケーションを後押
しするための期待と方針がすべての従業員に説明され、管理職は安全に影響を及ぼ
す分野での業務遂行について明確な期待の内容を伝えている。 
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日本人は分類することに長けており、分類して番号を付け、整理することを好
む。日本の組織に属する従業員が最初にすることの一つは、初めて会う相手と名刺
を交換することである。この行為は、相互の（職業上の社会的な）エチケットであ
り、社会的規範（礼儀正しさ、言葉遣い、親しみなど）を実践して尊重すると共に、
自分の所属する組織をはっきり示す方法として用いられる。相手を正しく分類し、
相手を思いやり不快にさせないように、日本人は、日本語では丁寧さを段階的に使
い分けられることを念頭に置きながら、適切な言葉遣いと行動を示す（通常はきわ
めて丁寧に対応する）。組織内での安全文化に関するコミュニケーションに関して、
数人のインタビュー対象者は、経営陣から伝えられるメッセージのトーンに敏感で
あると答えた。安全に関するメッセージが肯定的なトーンで伝えられた場合の方が、
否定的なトーンで伝えられた場合よりも影響が大きい。また、あるインタビュー対
象者は、日本人同士のコミュニケーションが受動態表現から能動態表現に変わるべ
きだと指摘した。 

「曖昧さ」の国民性に関して、日本人は自分の考えを明確にはっきりと表に出
さないため、日本のコミュニケーションは曖昧または間接的になることがある。
「和」の国民性に関連して、互いに理解し合い、現状を把握するため、多くの日本
人は必ずしも言葉を使わず、空気を読んだり、他人の気持ちや意図を推測したりす
る（「忖度」）。かつて一緒に働いていた人々の間で目標や目的が明確に設定され
ていれば、このようなコミュニケーションのとり方は平常時には効率的であるが、
時間に制約があったり重大な局面では弱みになりかねない。そうは言っても、通常
業務においてさえ、従業員の世代間のギャップが原因で、数人のインタビュー対象
者は、世代間で本当に互いに理解し合っているのかどうか分からないことがあると
答えている。 

「和」の国民性に関連して上述のとおり、日本人には討論する習慣がなく、同
僚を「あからさまに挑む」ことを良しとしないこの国民性では、安全上の問題に関
する健全な議論の前提となる意見の多様性が醸成されない可能性がある。 

表 8 に、日本の国民性、安全文化の次元としての「安全に関する率直で透明性
の高いコミュニケーション」、個人と組織の行動の関係性をまとめる。 

表 8：日本の国民性、安全文化の次元としての「安全に関する率直で透明性の高い
コミュニケーション」、組織の行動の関係性 

国民性 安全文化の次元 組織の行動 

「曖昧さ」 

「思いやり」 

「年功序列」 

「和」 

コミュニケーション 

丁寧な言葉遣いを意識する 

曖昧で表面的なコミュニケーシ
ョン 

議論に参加せず、違った意見を
受け入れない 
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国民性が NRA と事業者の関係に及ぼす影響 

事業者と NRAの関係は多くの要因の影響下にあり、下記のとおり国民性はそれらの
要因の一つに過ぎない。日本における原子力の近況、特に 1F事故により、原子力事
業者と規制当局との現在の関係が形成されたといっても過言ではない。公式報告で
は、事故の根本原因として、日本の原子力マネジメント構造および制度の重大な弱
点が特定（2012 年国会報告書などを参照）されたが、これは特に原子力安全規制に
言えることであった。旧規制当局のNISAに対する再検討においては、様々な構造、
管理、文化上の欠陥が多く指摘された。 

日本政府は、原子力安全規制インフラを大幅に改善し、国民の信頼を取り戻す
べく、事故の翌年に相当の努力を傾注し世界中の専門家と国内のステークホルダー
の意見を集めた。政府が講じた主なイニシアチブは、2012 年に原子力規制委員会
（NRA）を設立して、高度な独立性と権限を付与するというものであり、これを受
けて、再稼働の承認を求める発電所の安全およびセキュリティ基準を見直すべく、
強固な手法をとる機会が NRAに付与された（Andrews-Speed, 2020）。同時に、地
域社会の声が高まるなか、政府と業界への信頼が低下し、一層の透明性が求められ
るようになった。 

業務開始の初日から、NRA の幹部は国民の信用と信頼を取り戻すことが不可欠
だと強調しており、 1F事故以降、これは常に重要な課題であった。このことに重点
を置き、NRA は（世界のほとんどの規制当局と比較して）極めて「保守的」で徹底
した透明性を確保した規制アプローチおよび慣行の策定に着手した。事故の範囲と
影響から、NRA のアプローチが厳しく妥協を許さないものであったことは意外では
ない。予想されたとおり、この状況はNRAと事業者の関係に大きな影響を及ぼした。 

本レポートは事業者と NRA の関係の性質に焦点を当てるものではないが、イン
タビューとフォーカスグループで収集された豊富なデータから、この関係は日本の
原子力安全文化全体における重要な要因であることが実証された。フォーラムの過
程で各国のオブザーバーから指摘されたとおり、多くの国の規制当局は、事業者と
の関係について、原子力安全を確保するための各々の役割を相互に尊重しつつ、独
立性と監視との間でバランスをとるものと見なしている。例えば、多くの国の規制
当局トップは、事業者の幹部と忌憚のない意見交換を行うために非公式（非公開）
に定期的に会っている。  日本においては、幹部による会合は公開されることが多い。 

収集したデータによると、日本の事業者と NRA との関係は、規制監督（主に地
域事務所によって管理される）と許認可（主に NRA本部によって管理される）の各
局面において異なることが分かった。現場で聞き取りをした事業者およびNRA地域
事務所のインタビュー対象者は、両者の関係性はここ十年で改善してきていると、
従業員から管理職までほぼ一様に答えている。特に、事業者のインタビュー対象者
は、サイト検査官は厳格ではあるものの合理的、コミュニケーションは率直かつ丁
寧に交わされていると認識している。事業者は 1F事故以降、先見性と透明性を向上
させてきたと自認しており、そのことは、インタビューを通じてNRA地域事務所の
複数の代表者から確認された。事業者と NRAのインタビュー対象者は、新検査制度
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（日本版 ROP）ではサイト検査官がプラントの運転を間近に見て、パフォーマンス
に焦点を当てているため、新検査制度を肯定的に捉えている。 

事業者と NRA との関係及びコミュニケーションも、特に許認可に関しては複雑
であると事業者に捉えられている。事業者の管理職は、双方での議論をもれなく一
般に開示する必要があるため、遠慮することなく率直に議論することは不可能であ
ると見ている。さらに、事業者へのインタビューでは、NRA の事業者に対する態度
に強い「お上意識」が見えると指摘し、関係性やコミュニケーションにそれが表れ、
事業者があたかも NRAに従属しているようなものだとの声も聞かれた。インタビュ
ーに答えた事業者は、「お上意識」が故に NRAと効果的に協業できないことに不公
平感を強く抱く向きもあり、また議論がもれなく開示されることから、事故後、業
界に対する世論がネガティブであることを配慮しながら対応する必要があると語っ
た。 

正式な会議と議論が一般に公開されることによって、自身の考えを変えたり、
相手の主張が正しいと認めたりすることはより難しくなりがちである。日本の国民
性では、そういった行為は公衆の面前で恥をかかされることと見なされる。日本の
文化においては、世間の評判と認識に重きを置き「失敗への恐怖」が故に意思決定
は市民や報道機関の影響を受けるといったことが、NRA と事業者の関係に影響を及
ぼす。さらに、日本では、議論して反対意見を受け入れることは一般的でなく、率
直に懸念を表明し、異議を唱えることは難しい傾向にある。それゆえにコミュニケ
ーションが間接的になりがちで、極度に空気を読む必要がある。コンセンサスと集
団での意思決定が重視される社会でこのことは問題であり、事業者と NRAの間で相
互合意に達したとしても、その決定が本当に支持されているのか、疑問が残る。 

事業者の CEO/CNO は、主な安全目標と安全規制の捉え方に関して、各々の組
織と NRAとの間に大きなずれが生じているとも感じている。インタビューとフォー
カスグループから、あるいは文献レビュー（Andrews-Speed, 2020 などを参照）か
ら、事業者、NRA、市民の間では、原子力に関して「どこまで安全を追求するか」
を巡って根本的な議論が進んでいないように思われる。安全に関する考え方とアプ
ローチを巡る議論は、率直な意見交換ができてこそ可能であり、公開会議を開くこ
とは難しいように思われる。多くの日本人は「保守的」であり、リスクを回避する
傾向があるからだ。 

結論として、2011 年以降、日本の事業者と規制当局の間の対話と信頼は徐々に
向上してきたが、事業者と業界の安全文化を育成するレベルには達していない。こ
の現状は問題になり得る、何故なら、効果的なコミュニケーションを図りコンセン
サスを得つつ、できるだけ多くの人が納得して、然るべくリスクを知った上で意思
決定を下すことは、日本の国民性では重要な価値であり、そのためには最低限の信
頼が必要であるからだ。NEA の「リーダーシップ及び安全文化作業部会
（WGLSC）」が最近まとめた報告書により、事業者と規制当局は、双方の職員のコ
ミュニケーション、関係、態度を通じて双方の安全文化に影響を及ぼし合っている
ことが明らかになった（NEA, 2024）。調査によると、組織の安全文化に肯定的な
影響を及ぼすような規制当局と事業者との対話は、相互的で協力的な対話であり、
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敬意、率直な姿勢、信頼という特徴があり、共に安全と学習に重点を置くという性
質を帯びている。WGLSC によると、各当事者の安全文化の成熟度によって、これ
らの特徴をどのように実践できるかが決まってくる。規制当局が状況に応じてより
命令的な方法を採用する（「応答的規制 (responsive regulation)」）ことがあるに
せよ、WGLSC によると、事業者の安全に対するアカウンタビリティを醸成するこ
とが必要で、それによって継続的改善を実践し、事業者の安全文化の成熟度を高め
ていくことができる。後者の手法は「アカウンタビリティ志向のイネイブリング・
レギュレーション（enabling regulation：事業者の成長を促す立場での規制）」と
呼ばれ、意見交換に基づく対話方法をとる形式張らないアプローチで、規制当局と
事業者の関係を建設的な方向に強化し、ひいては市民の信頼向上にもつながる。と
はいうものの、日本には「本音」と「建前」があり、それが信頼関係の醸成を難し
くし、規制側の意向を忖度するが可能性があるため、このタイプの規制アプローチ
を日本に適用する際には、慎重さを要する。 

前述のとおり、国民性は、NRA と事業者の関係に影響を及ぼす多くの要因のひ
とつに過ぎない。表 9に、日本の国民性がNRAと事業者の関係に及ぼす影響をまと
める。 

表 9：日本の国民性が NRAと事業者の関係に及ぼす影響 

国民性 NRAと事業者の関係 

「曖昧さ」 

「率直に発言しない」 

「失敗への恐怖」 

「保守的」 

「お上意識」 

「同調圧力」 

「和」 

評判や世論を重視する⇒議論と意思決定に影響が生じる 

序列をきわめて重視し、権限を持った人物を尊重する⇒堅
苦しい態度をとり、敬意をもってコミュニケーションを図
るが、事業者側がNRAに服従する 

間接的で非言語的なコミュニケーション⇒懸念や反対意見
を率直に言うことが難しくなる 

コンセンサスや集団意思決定が過度に重視される⇒相互合
意に達したとしても、その決定が本当に支持されているの
か疑問が残る 

 



日本における安全文化の振り返りと今後の方針 

国特有の安全文化フォーラム：日本、NEA No. 7682, © OECD 2024 59 

日本における安全文化の振り返りと今後の方針 

日本の国民性とその国民性が安全文化に及ぼしうる影響のまとめ 

前セクションで説明したとおり、各国の国民性は、安全文化に不可欠な特定の原則
に様々な方法で影響を及ぼす。表 10に、日本の国民性が安全文化に関連する個人と
組織の行動に及ぼす影響をまとめる。 

表 10： 日本の 11の国民性の一覧（プラス面とマイナス面の影響を個人と組織の 
行動によって例証） 

日本の国民性 プラス面の影響 要注意の問題 

「まじめ」 
規則や手続きをしっかりと遵守する 
細部まで注意を払う 

予期せぬ問題に直面した場合、効果的
に適応して対応することが難しい 
過剰に完璧さを追求する 
指示の内容に疑いを持たず、理由や根
拠を必ずしも疑問視しない 

「保守的」 「急いで」意思決定を下さない 

ゼロリスクを求めてリスクを避ける 
常に進捗しなければならないという事
実を当然だとは思わない 
変化するために外部からの圧力が必要 
前例を破ることがなく、新しいやり方
を試す前に成功を保証するよう求める 
前例に従った結果、継続的な改善の機
会を逸する 
これまでのやり方を廃止することな
く、新たな是正処置が加わる 

「和」 

相互に依存し、協力して、忍耐強く振る
舞う 
「根回し」 
集団での意思決定プロセスに従う 
コンセンサスを得ることを重視する 

意思決定プロセスに時間がかかる（会
議に先だって、広範にわたり事前相談
する必要があるため） 
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表 10： 日本の 11の国民性の一覧（プラス面とマイナス面の影響を個人と組織の 
行動によって例証）（続き） 

日本の国民性 プラス面の影響 要注意の問題 

「率直に発言し
ない」 

 
安全方針、手順、行動に疑いを差し挟むことが難しい 
大多数の意見に合わせ、集団の中でいちばん目立つ意
見に従う傾向がある 

「集団主義」 

いったん決定したら、一
丸となって前進して遂行
する 
連帯責任を負い、個人を
責めない 

個人が集団の論理（「同調圧力」）に基づいて意思決
定を下し、行動する 
健全な議論を交わし、違う意見も聞き入れることが難
しい 
周囲は当事者を責めないにもかかわらず、本人は自分
自身を責める 

「曖昧さ」  

思っていることをはっきり言わず、遠回しに伝えよう
とする 
暗黙のうちに、または同僚の機嫌を伺って合意に達す
ることがある 
責任を明確にすることを躊躇する 
体系的で公式化された形で訓練管理の脆弱な実施状況 
スペシャリストよりゼネラリストが求められるため、
原子力セクターのような複雑性を持つセクターにおい
て必要となる役割分担をすることが難しい 

「失敗への恐
怖」 

 
評判を落とし、集団の中で少数派になることを恐れる 
ミスや間違いを犯すと、ひどく感情的になって落ち込
む 

「思いやり」 
他人に優しく、敬意を示
す 

疑問を投げかけたり、反対意見を言いたがらない 

「年功序列」 
話し手や聞き手の年齢に
応じて、丁寧な言葉遣い
を使い分ける 

勤続年数が長いほど権限が大きくなるため、主に技能
と能力に基づく昇進制度にはならない（現在では、こ
の傾向も減りつつある） 
ほとんどの意思決定が組織のトップから下され、補完
性の原則が尊重されない 

「お上意識」  
序列をきわめて重視し、権限を持った人物（特に行政
職員）を尊重することにより、率直な姿勢と話し合い
が妨げられることがある 

「同調圧力」  
大多数派の意見に従うことが多く、「失敗への恐怖」
から発言しなくなる 
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日本の国民性が原子力安全に及ぼすプラス面の影響 

調査と 2 日間に及んだフォーラムでは、1F 事故の教訓を基に日本の原子力界が安全
文化をよりよく理解し、安全文化を向上させ維持するための方策を実践しているこ
とが明らかになった。 

「まじめ」および「保守的」と称される国民性が、根底をなす主な原動力とな
っているように思われる。CSSCF の参加者は、日本人が非常に勤勉であり、規則や
手順を厳守し、細部を重視するという見解を裏付けた。急いで意思決定が下される
ことはなく、むしろ多数のステークホルダーが参加する長時間の話し合いを経て意
思決定が下される。その意味で、意思決定は常に集団によって下されることになる。
ほとんどの日本人にとっては、意思決定を下す前にコンセンサスに至ることが不可
欠であり、この目的を果たすために時間と労力をかけることを厭わない。いったん
意思決定が下されると、日本人は意思決定を妨害したり揺るがそうとすることはな
く、一丸となって前進して遂行する傾向がある。意思決定が集団によって下される
とすれば、日本の原子力界における責任も同様である。参加者は、このことが日本
社会全体に当てはまるわけではないが、原子力界においては、ミスや間違いを犯し
たことで個人が責められることはなく、これは健全な安全文化の考え方ともマッチ
していると認識していた。日本人は「思いやり」を持って、対話する際に相手に敬
意を示して丁寧な対応を心がける。主に話し手と聞き手の年齢に応じて、丁寧な言
葉遣いを使い分け、また、忍耐と協力も尊重する。 

繰り返しになるが、国民性について本質的に善悪を問うているわけではないこ
とに留意されたい。特定の文化的背景下にある個人的及び組織的次元に関して考察
する際の課題は、健全な安全文化に悪影響を及ぼしうる側面を認識して対応しなが
ら、プラスの側面を維持して促進することである。 

安全文化を育成するにあたっての潜在的な課題 

調査とフォーラムから、率直に意見を言わない傾向が国民性として認識された。
「同調圧力」と「年功序列」（年長者への敬意）は、日本の原子力界で顕著に見ら
れ、そのせいもあって、個人が大多数の意見に合わせ、人とは違う自分の意見を言
うことを躊躇する（日本だけの傾向ではないが、日本ではより顕著に見られるよう
に思われる）。このため、安全に関して健全な議論を交わすことができず、安全方
針、手順、行動に疑いを差し挟むことが難しくなる。序列が重要であり、伝統的な
日本の終身雇用と一つの組織への忠誠は、仕事での過剰な服従につながる。権威を
疑い、コンセンサスに異議を唱えることに躊躇する姿勢が原因となって、集団思考
が助長される。このように問いかける姿勢の欠如の結果、その根拠や妥当性を疑う
ことなく、指示をそのまま受け入れることになる。「同調圧力」もあって、組織と
リーダーの意向とかかわりなく、自分自身を責める傾向があり、ミスや間違いを犯
すと、ひどく感情的になって落ち込む。 
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日本社会には、リスク回避の姿勢が深く根を張っている。そのため、多くの日
本人はきわめて保守的に考え、何らかの変化を起こすために外部からの圧力を求め
る傾向がある。先を見越して継続的改善を図り進歩し続け学び続けることは、目指
すべき目標として見られておらず、従来のやり方を続けることが優先される。 

安全は集団だけでなく、個人にも左右される。フォーラムで議論されたとおり、
日本社会は、個人の責任が多少曖昧になるほどに「集団主義」を尊重する傾向があ
る。このことに加え、日本のピラミッド型組織構造とトップダウンの意思決定プロ
セスにおいて、一般に個人は責任を持つ立場に置かれることは少ない。このような
特性が故に、原子力安全に影響を及ぼし得るような事態の急展開において、誰が意
思決定を下し、対応する権限を持っているのか、を理解することが難しくなる。 

特定の文化的背景における特質を調べる際の課題は、健全な安全文化に悪影響
を及ぼしうる側面を認識して強調しながら、安全文化に利益をもたらす側面を維持
して促進することである。 

その他の考慮事項 

フォーラムの期間中、安全文化は理解しづらい概念だと再認識されたとはいえ、日
本の原子力界が、2011 年以降、安全文化の理解において相当の進展を遂げたことは
重要なことだ。安全文化の理解が難しい理由の一つに、アカウンタビリティの概念
と同様に、安全文化の概念を日本語に翻訳するのが難しいことが挙げられる。最終
目標は各国で同じであり、揺るぎない原子力安全プログラムを推進することである
が、組織として目標を達成する手段は、文化によってやや異なってくる。この点に
関しては、西洋文化からアジア文化に概念を移転することに注意すべきであり、日
本のことわざや事例を交えながら、安全文化に関する日本向けの包括的な方針を策
定していく必要がある。そうすれば、西洋文化以外の観点から安全文化を考察する
ことができる。 

インタビューとディスカッショングループで得られた調査結果から、日本の組
織は階層的で、「失敗への恐怖」や「率直に発言しない」などの国民性もあって、
日本の原子力界では心理的安全性が非常に重要な課題となることが明らかになった。
このような国民性からして、組織が心理的負担を軽減し、従業員が安全に関する考
えと懸念を進んで共有し、安全管理に関するフィードバックを返せるような心理的
安全性を持てる率直な環境を醸成できるよう、配慮すべきである（Edmondson, 
2019）。フォーラムでは、職員が最適な精神状態で効果的に安全文化の育成や安全
な運営ができるよう、日本の原子力界が職員の精神衛生をモニタリングする方策を
検討したらどうかと話題に上がった。 

質問票とシナリオを基に設計された調査とフォーラムにおいて、事業者と当局
の関係が話し合われた。NRA よりも事業者の方から問題が指摘されたが、コミュニ
ケーションの質を向上することと、互いに理解を深めるために双方の努力が必要で
あることで意見が一致した。 
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今後の方針に関する提案 

日本の原子力組織には、CSSCF 日本の調査結果に基づき、安全文化の継続的改善を
後押しする対策を検討することが期待される。国の文化が安全文化に及ぼす影響に
向き合うということは、その両方の文化のルーツとなる基底を疑問視して変えてい
くことを意味する。例えば、潜在的に危険な状況に関する、従業員の報告の在り様
に関して改善するためには、報告の妨げとなっている公式または非公式の罰則方針
を修正しなければならないし、安全に対するプラスの貢献を行った者に対して、は
っきりと明確に評価をしなくてはならない。日本については、「失敗への恐怖」、
「率直に発言しない」、「保守的」など、従業員が安全に関わるかどうかを問わず
に、自信を持って問題を報告する上で妨げとなる国民性の影響が認識されるに至っ
た。意思決定に関して、効率を向上させ、誰もが臆することなく意見を言える環境
を整えれば、日本の国民性の影響を認識することができる。各組織内の会議であれ、
事業者と NRA の両方が参加する会議であれ、完全に中立的な人/組織が会議を進行
することの有効性を検討することができる。 

「組織は、国の文化を凌駕する組織文化を持つことができる」（Hopkins, 
2016:38）と考えるのであれば、経営ラインに沿って垂直的に、そしてなおかつ、
部署、グループ、同僚との境界で水平的に組織を改革して有意義な対話と議論を促
進する必要がある。改革のプロセスでは、観点の違いを尊重し、共通の用語と表現
を提示して境界を乗り越えつつ、ある程度の「曖昧さ」や不明瞭さを受け入れて、
チームやグループ間の違いを調整するよう努めることも必要である。さらに、価値
観よりも変革の実践に重きを置きながら、組織全体の価値観と戦略的方向性を順守
すべきである。最終的には、組織内の既存の仕組みに基づいて改革を進めるべきで
あり、その目的は、安全に影響を及ぼすところまで管理プロセスが行き届き、到達
しているかどうか評価することにある。 

日本の原子力界が対応策の検討、議論、採用を進められるよう、表 11 に参考設
問を提案する。 
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表 11：参考設問 

安全に関するアカウンタビリティと責任 

「曖昧さ」 
「集団主義」 
「率直に発言しない」 
「失敗への恐怖」 
「まじめ」 
「保守的」 
「同調圧力」 
「和」 

「曖昧さ」などの特性のせいで、自分の責任やアカウンタビリティを実感できな
くなるという傾向を考慮した上で、組織の運営方法を改善するには、どうすれば
良いか？ 

組織にチームワークと連帯責任を支持してもらうためには、どうすれば良いか？  

会議において、自分の感じた課題や問題を提起した結果、同僚を巻き込み、同僚
や自分の仕事が増えることになるとしても、そのような問題提起ができるような
心理的安全性を維持するためにどのような仕組みを導入できるか？  

個人が責められることがないよう、安全文化の方針を改善して、実践を実現する
には、どうすれば良いか？ 

各自が安全方針、手順、行動、規範に疑問を持つよう、どのようなことを実行で
きるか？ 

安全に関して明確に規定された役割と責任 

「曖昧さ」 
「集団主義」 
「失敗への恐怖」 
「年功序列」 

組織の管理体制において役割、責任、権限を明確に規定し、説明されていること
を担保するにはどうすれば良いか？  

意思決定権が上層部に集中しており、結果に対する責任を負う立場になる役職者
や実際に行動する立場にある役職者に権限委譲されていない傾向があるが、この
ことが、（あなたの会社にも）関係があるかどうかについてどう考えるか？ 

会社や組織での勤続期間（「年功序列」）のみを根拠に、役割と責任が割り当て
られないようにするには、どうすれば良いか？ 

安全に関する継続的学習と改善 

「思いやり」 
「率直に発言しない」 
「失敗への恐怖」 
「保守的」 
「まじめ」 
「同調圧力」 
「和」 

礼儀正しさや「和」を尊重しながら懸念を表明できるようにするには、どうすれ
ば良いか？ 

従業員に対して、問いかける姿勢を持つよう促すには、どうすれば良いか？ 

専門/技術的経歴の異なる職員を励ましつつ従事させ、技術者と若手社員の意見が
反映され、しかるべく対応されていることを確かにするには、どうすれば良い
か？ 

経営陣の直接的な関与が足りないことが原因で、従業員が職務を遂行して報告す
る能力とやる気にどのような影響が生じるか？ 

「保守的」な障壁を取り除いて変化を後押しし、適応力を高めるには、どうすれ
ば良いか？ 

「和」に影響を及ぼすことなく、高いレベルの安全性をもたらすことができるよ
う、管理者だけでなく、従業員や CNOも支援できる仕組みはあるか？ 
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表 11：参考設問 （続き） 

意思決定において安全が重視されること 

「曖昧さ」 
「率直に発言しない」 
「失敗への恐怖」 
「まじめ」 
「年功序列」 
「同調圧力」 
「和」 

効果的に効率よく意思決定が下されるようにするには、どうすれば良いか？ 
状況により即座に行動を起こさなければならない場合、どのようにして正しい業務
手順（の順守）と柔軟性のバランスを取るか？ 
通常業務や予期せぬ事象のマネジメントにおいて「根回し」と時間のかかる意思決
定プロセスが原因となって、効果的に対応できないことはないか？ 
あなたの組織は、会議の出席者全員に意見を述べる機会を保障するような手順を確
立しているか？ 

資源配置、効果的な能力及び訓練マネジメント 

「曖昧さ」 
「年功序列」 

人の能力マネジメントが体系的的かつ公式化されていることを確かなものとするた
めには、どうすれば良いか？ 
手順書が運転員の技能を代替し得るものではなく、補助的な手段に過ぎないことを
徹底するには、どうすれば良いか？ 
主として「年功序列」を根拠として資源配置されないようにするには、どうすれば
良いか？ 

安全に関する率直で透明性の高いコミュニケーション 

「曖昧さ」 
「思いやり」 
「年功序列」 
「和」 

安全性の継続的向上に向けて、率直なコミュニケーションを醸成するには、どうす
れば良いか？ 
率直なコミュニケーションを促進しつつ、礼儀正しさを維持するには、どうすれば
良いか？ 
議論に参加して、様々な意見を交換しながらも従業員に心理的安全性を感じさせる
には、どうすれば良いか？ 
「年功序列」が率直なコミュニケーションを妨げないようにするには、どうすれば
良いか？ 

NRAと事業者の関係 

「曖昧さ」 
「率直に発言しない」 
「失敗への恐怖」 
「保守的」 
「お上意識」 
「同調圧力」 
「和」 

世間の評判や認識を重視することで、議論と意思決定にどのような影響が生じうるか？ 
序列に重きを置き、権限を持った人物を尊重する考え方（「お上意識」）が原因と
なって、（敬意を払っていても）堅苦しい態度をとり、事業者側が NRA に服従する
ことになるとすれば問題ではないか？ 
「同調圧力」が強いこと、また間接的で非言語的なコミュニケーション（「空気を
読む」）が重視されることは、事業者と NRA が懸念や意見の相違を表明する際にど
のような影響を及ぼすか？ 
コンセンサスや集団意思決定が過度に重視されると、相互合意に達したとしても、
その決定が本当に支持されているのか疑問が残らないか？ 
事業者/NRA のすべてのやりとりを公衆に全面公開することに問題はないのか？ま
た、そのように公開することによって、込み入った複雑な議題について、細部まで
率直かつ正直に対話をする能力に影響を与えるのか？ 
原子力安全に関する効果的な議論されるように心理的安全性を保障したコミュニケ
ーション経路を確立するには、どうすれば良いか？ 
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結論 

二日間にわたる国特有の安全文化フォーラム（CSSCF）日本の開催は、日本の原子
力界にとって、安全文化の重要な側面について率直な議論をし、日本の国民性が安
全文化にどのような影響を及ぼすかについて考察できたという点において、貴重な
機会となった。フォーラムを主催した原子力機関（NEA）と世界原子力発電事業者
協会（WANO）に対して、フォーラムに参加した様々なステークホルダーから肯定
的なフィードバックが寄せられた。 

CSSCF 日本の結果から、日本の 11 の国民性として、「まじめ」、「保守的」、
「和」、「率直に発言しない」、「集団主義」、「曖昧さ」、「失敗への恐怖」、
「思いやり」、「年功序列」、「お上意識」、「同調圧力」が明らかになった。こ
れらの国民性は、様々な安全文化の諸次元に現れ、日本の原子力界の安全文化の在
り様に寄与する。CSSCF 日本において特に議論された安全文化の諸次元は、アカウ
ンタビリティと責任、役割と責任、継続的学習と改善、意思決定、人員配置と能力
開発、コミュニケーションであった。 

日本の原子力界は、原子力安全に大きな比重を置いており、健全な安全文化に
寄与する多くの資質があることを既に示している。特に、日本の原子力界は、細部
にまで注意を払い、規則と手順を遵守し、集団での意思決定プロセスをとって全員
参加を目指し、個人のミスや間違いを責めないことは良い点として挙げられる。日
本人は「思いやり」の心を持ち、特に会話では他人に優しく、敬意を示す。残され
た課題は、率直に発言して違う意見を言ったり、安全に関連する意思決定に異議を
唱えたりすることがないという傾向に関連する。「年功序列」は、仕事での関係を
形成し、権威を疑問視しない傾向につながる。さらに、多くの日本人はきわめて保
守的な傾向があり、継続的改善の考え方に抵抗を示し、個人の責任（と権限）が不
明瞭になるほどまで「集団主義」を尊重する。 

国民性に由来する根深い前提認識に焦点を当て、原子力組織内で振り返りを続
けることは、堅実で健全な安全文化に向けて進展を続けるために必要である。定期
的な集団討論、各部署間や事業者と規制当局との直接のコミュニケーションを維持
することは、今後とも前進するために有効な手段となる。 

組織の安全文化を育成することは、継続的で漸進的なプロセスである。本レポ
ートは、日本の国民性または日本の原子力安全文化の決定的な記述を提供するので
はなく、その安全文化を育成するプロセスをサポートすることを目的とする。 
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スウェーデン（2018 年）、フィンランド（2019 年）、カナダ（2022 年）、そ
してこのたび日本（2023 年）で開催された CSSCF で結論付けられたとおり、原子
力安全文化に国民性が関連していることは明らかである。そのため、NEAとWANO
は、他の国に対しても、国民性が原子力関係機関や原子力界全体で実践される原子
力安全構造にどのような影響を及ぼすか、振り返るよう推奨している。これに関し
て、原子力に携わるすべての組織は、国民性が日常のコミュニケーションと通常業
務にどのような影響を及ぼすかを認識し理解できるよう、具体的な行動に取り組む
必要がある。原子力安全の向上は継続的なプロセスであり、本レポートの執筆者と
しては、ここで紹介したプロセスと手段が継続的な自己評価と組織の成長に向けた
具体的な一助となることを期待したい。 
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国特有の安全文化フォーラム

日本
健全な安全文化は、原子力安全を高いレベルで維持するために必須なことであると考
えられてきた。各国が目指すことは類似しているが、国の文化的特性を含む様々な要因
により、実際の取り組み状況は異なる。このような特性は、安全文化に良い影響を与え
ることもあれば課題となることもある。したがって、原子力界においては、それぞれの文
化的背景の中でどのような影響が存在するかを特定し、これらの影響が安全文化にど
のような効果を与える可能性があるかを考察することが不可欠である。

「国特有の安全文化フォーラム」は、国の文化的背景が安全文化にどのように関係す
るのか、また、事業者や規制当局が日々の活動の中でこれらの影響について如何に考
えるべきか、について理解を深めるために創設された。第4回「国特有の安全文化フォ
ーラム」は、原子力機関（NEA） と世界原子力発電事業者協会（WANO）が、原子力規
制委員会（NRA）と電気事業連合会（FEPC）の協力を得て、2023年12月、日本において
開催した。本報告書によって、このフォーラムを実施したプロセスを概説し、その結果を
明らかにすると共に、原子力界による振り返りと行動を起こすきっかけとなることを期
待している。
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